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1

第1章 緒言

筆者は、会計関連の業務に携わり、企業のサスティナビリティの実現のためには、収益を獲得す

ることが重要であると実感している。収益性の向上のためには新たな展開（イノベーション）が

必要と考え、その糸口として企業本来の存在意義である社会性に焦点を当てることにした。企業

は社会に目を向け、外部組織と連携することにより社会的責任を意識した社会課題の解決などか

ら、新たなビジネスチャンスを生み出すのではないかと考えている。社会性を意識したマネジメ

ントの方法論を体系化していかなければ、企業のサスティナビリティの実現は困難であると考え

ている。

この章では、マネジメントの方法論を考える上で、組織連携に着目し、収益性と社会性を両立

させるための方法論に関する研究の背景と動機及び研究の目的について述べる。



2 第 1章 緒言

1.1 研究の背景と動機

世の中に存在する企業の存立が、それを取り巻く社会との関りで成り立つことを指摘するまで

もなく、企業行動は経済性とともに社会的観点から評価されなければならない。その視点を持っ

て企業のあり方を考えようとするのがCSRである。根底には社会と企業との調和的発展を志向す

る考え方がある。CSRは両者が共存するための条件の一つと捉えることも可能である。だが、一

方でCSR活動は企業の採算性とは無関係の事項に属し、財務的観点から評価されるべきではない

との考え方があった。

企業に課せられた義務を果たすための活動と収益性を伸ばすことは切り離して考えるという認

識が、最近まではむしろ主流になっていたとも言えるであろう。そのような考え方によれば、CSR

への取り組みは、社会全体と企業との折り合いをつけることを念頭に置いてのみ、企業サステナ

ビリティに寄与すると考えられる。言うならばCSRは企業業績と相反する行為であり、CSR活動

を企業が継続する理由は社会からの要請といえるであろう。

そのため今日までの CSRの取り組みを企業側から見た場合、実質的なメリットは見当たらな

かった。従って、自社のサステナビリティの条件を満たすCSR活動を念頭に置いた定型的な様式

も存在しなかった。

そこで、本研究ではこの社会性に着目した。社会で有益な活動を実施することが必要な点であ

るとの認識から収益性の向上も視野に入れた事業活動が望まれることになる。しかし、収益性と

社会性を両立させるための構造に関する研究はあまりなされてこなかった。

1.2 研究の目的

企業は、社会が健全かつ調和的な発展を遂げるための役割の一端を担っている。このことから

企業は社会的存在と認知され、企業の果たすべき役割の範囲や内容に関する多くの研究が行われ

てきた。そのため利潤のみを追求する企業の在り方が問題視され、社会的責任を意識した活動を

行ってきた。しかしながら、企業が社会性を意識することによって取り組んできた活動を継続し

ていくには経営資源の投入が必要であり、価値創出活動と社会的活動との関係性を明らかにしな

ければ従業員を含めたステークホルダーへの説明責任が果たせない。したがって、策定された社

会的活動を価値創出活動として把握し、その企業本来の事業活動に反映するマネジメント手法が

必要である。

企業が存続する条件として、あるいは更なる発展を目指す段階において考慮しなければならな

い要素として、収益性と社会性の両立を挙げることができる。必然的に企業は社会的存在であり、

営利事業をその本分としながらも様々な形での社会からの要請を無視することはできない。
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つまり、現実に行われる企業行動は、経済的利益を確保しつつ社会の中の構成員としての役割を

果たす必要がある。企業活動は社会性を保持するためのものであるとともに、その取り組みが企

業評価に影響することになる。CSRは健全な企業運営の指標として機能している。そのためCSR

を単に果たすべき義務や企業行動を制約するものと把握するのでは明らかに足りない。

企業はCSRの取り組み自体が自社の存立条件と言える状況を認識する必要があり、経営フレー

ムワークに CSRを積極的に組み込んだ構造を考える時期が来ていると考えられる。

本研究では、実際に行われているCSRの問題点を整理し、社会性と収益性を両立させる手法お

よび有効に機能するであろう経営モデルの提示を試みる。また、P2Mの概念を援用し、プロジェ

クト単位での収益性と社会性を両立させるための構造を提案することを目的とする。

1.3 本論文の構成

本論文は７章から構成され、各章の内容は以下の通りである。

1章は、収益性と社会性の両立に向けた研究の背景と動機、目的について記している。本論文の

構成と発表済み論文と各章の関係についても記している。

2章は、本研究に関連した既往の研究を整理した上で、企業経営における今後のCSRの導入方

法を明確にするための課題設定を行っている。さらに、CSRから CSVの変遷を概観し、本研究

におけるCSRの位置づけについて記している。また、P2Mや ISO26000の概説についても記して

いる。

3章は、設定した課題を解決する手法について考察した。その手法を有効に活用するための方法

論をP2Mの援用にて考察している。また、組織連携による共有価値を実現するための要素につい

て考察している。

4章は、社会的価値実現のためのフレームワークを提示するためには、事業のライフサイクルを

的確に把握することが、企業のサステナビリティにつながることを明らかにしている。また、企

業の内部構造の改善または改革が、事業進行プロセスの中に反映されて事業業績につながること

について考察している。さらに、企業の活動実体を把握するには段階的な提示が必要になり、こ

の段階的な検討を実現する方法論、事業プロセスを可視化できるP2Mに準拠した一般モデルの構

築についても考察している。

5章は、4章で提示したフレームワークの一般モデルには、社会的価値と経済的価値を同時実現

していると考えられる企業を適用し、その構造から実現される共有価値のメカニズムについて考

察している。また、組織連携における共有価値の実現のためには、仲介の役割を果たしているプ

ラットフォームが有効に機能しているということについて事例研究により考察している。
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6章は、収益性と社会性を両立させるための組織連携方法に関する研究の全体的な考察を記して

いる。

7章は、収益性と社会性を両立させるための組織連携方法に関する研究の結論と残された課題に

ついて記している。

なお、発表済みの論文と各章の関係は表 1.1の通りである。

表 1.1: 発表済み論文
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第2章 既往研究と課題設定

2.1 本研究に関連する既往研究

ここでは、企業の社会的責任に関する研究論文及び社会性関連の研究論文について整理するこ

とで、今後の課題設定を行っていく。

本研究では、企業が収益性を確保し、社会情勢に反することなく持続可能な発展を進めるため

には経済的価値の追求だけではなく、企業本来の社会的責任を再認識した目線を取り入れること

が必要であると考える。本章では社会的責任に着目して、関連する既往研究の検討をした。

谷本 [1]は次のように記している。

CSRは基本的に経済活動のプロセスにおいて問われる課題であり、経済活動のあ

りかたそのものなのである。

CSRの定義は多種多様で、明確ではないとも言われている。たしかにどこまで組

み込むか論者や視点によって異なる。

そこで、CSRのもつ意味の本質面を捉え、次のように定義しておく。

企業活動のプロセスに社会的公正性や環境への配慮を組み込み、ステイクホルダー

（株主、従業員、顧客、環境、コミュニティなど）に対しアカウンタビリティを果たし

ていくこと。その結果、経済的・社会的・環境的パフォーマンスの向上を目指すこと。

鹿島 [2]は、「地球環境問題の激化や企業の経営理論の低下により、CSRに対する関心が高まって

いる」としてCSRの歴史を調査しており、「CSRを実現するためにはトリプルボトムライン（経

済・環境・社会）の三つの領域でバランスをとった各分野の対応が必要である」としている。

これに対して荒木 [3]は、企業による環境・社会に配慮した経営行動が財務パフォーマンスに与

える影響とCSRの因果関係を明らかにする必要があるとし、財務パフォーマンスと社会業績との

相関の実証研究の必要性を述べている。この中で、CSRの評価と財務パフォーマンスの関係性を

調査した結果、建設業や電気機器業、情報・通信業、小売業、サービス業を全体として見ると正

の相関があり、業種別で見ると正の相関が強く現れる業種と無相関の業種があることを明らかに

している。
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また、大薗 [4]は、企業業績が CSRの取り組みに与える影響について分析した結果から、CSR

への取り組みに対して売上高やROEは有意的な影響を与えていないことを明らかにしている。

さらに眞崎 [5]は、大企業から中小企業までの約 600社を対象として企業規模や業種・株式公開

の有無・財務パフォーマンスとCSRの取り組み状況との関係をアンケートにより調査、分析して

いる。この結果から、「企業規模が大きいほど CSRに対する取り組みが高く、非上場企業に比べ

て上場企業、非製造業と比べると製造業の方が CSRへの取り組み度が高い」と述べている。

これらの主張に対して、菊池ら [6]は、CSRに関する文献をレビューした上で時代的背景によっ

てCSRの対象やインパクト・持つべき意味は異なるとし、システミック・サービスをもって社会

に貢献するのが一義的なCSRであると述べている。その上で、社会的存在としての顧客は進化す

るとして、顧客中心主義がすべてのCSR要求を満たすことになり、自己の企業個性を最大限に活

かし、日本企業にしかできない高度サービスを提供していくべきだとしている。

さらに中尾 [7]は、CSR研究では地域多様性やベストプラクティスを取り上げ、ケーススタディ

の手法を用いた調査に重点が置かれているとして、CSRの地域的差異を実証分析によって明らか

にしている。分析結果からは財務パフォーマンスを収益性の指標のみで見ていくことの危うさを

提示しており、マルチステークホルダーのうち顧客やサプライヤーに対するCSRのマネジメント

が企業の安全性や成長性・財務総合の全てに影響を与え、従業員に関係するCSRのマネジメント

にも強く影響するとしている。自然環境に関するCSRのマネジメントについては総合的な財務パ

フォーマンスに影響を与えるもののインパクトとしては従業員や顧客・サプライヤーに比べると

小さいとしている。

首藤ら [8]は、CSRに積極的に取り組んでいる企業の経営志向を分析しており、財務指標からは

低リスク・低収益の安定志向企業であり、市場評価指標では高集積と低リスクの良好なパフォー

マンスを実現していていることから資本市場で高い評価が得られていることが示唆されたと報告

している。

一方で梅田 [9]は、「製品開発及び製造プロセス開発に関わる課題は 、いつも CSRの視点と一

貫性をもつ必要性があり経済的持続性とともに環境保全の視点からなる資源生産性を重視する課

題解決が求められる」とCSR問題の課題設定にいたるプロセスを示しており、CSRの問題は企業

や事業・工場・設備といったスケールと購買物流や製造・出荷物流・販売・マーケティング・サー

ビスといったマネジメントを支援活動とする価値連鎖活動に分解でき、これらを統合化すること

で持続可能性の評価をして問題があれば再度分解を行うプロセスより製品開発の課題設定にいた

るとしている。

Uchida[10]は、CSRに関連して企業が投じた資本と得られる利益の比較によって、実際に行わ

れるCSR活動の内容が決定されるという図式を示した。そこでは「グローバルに拡大する市場と、

将来的な自社の成長の可能性を加味して適正なCSRへの取り組み内容を確定することは非常に難
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しいと考えざるを得ない」ことを指摘し、かつ「CSRと企業収益の関連性については企業特性と

市場、あるいはグローバルな観点から検討されたリスク調整の実態などがあるが、確定的には無

いまでも企業の果たす社会的責任が評価される風潮は、特にこの 30年間の動向としてゆるぎない

ものとして考えることができる。そのことはCSRに積極的な企業の株式市場での優位性を証明し

ていると考えて差し支えないと思われる」としている。

Daisuke[11]は、経営戦略の観点からのアプローチを提示するとともに、CSRと企業価値の関係

について分析している。そこで論じられているように、現実に行われているCSRへの取り組みを

整理すると「主なCSR項目、すなわち環境対策、法令遵守、社会貢献などは、それぞれの時代に

おけるエポックや社会背景によって企業の取り組み方が変化してきた。そして今日、社会現象と

してのCSRは、一部の先進的な企業だけではなく、すべての企業の経営課題として議論されるに

至っている。その中で今日、行われているCSRの基本概念を整理すると、企業倫理、社会的責任、

社会的即応性の 3つが摘出できる。これらを一貫した行動プロセスと捉えた上で、各CSR項目の

内容に検討を加えていくと今日における CSR論の課題が浮き彫りになる。同時に、CSR項目と

は厳密には異なる概念が渾然一体となったものであるが、これらへの取り組みは営利性と社会性

との相克を免れない。この点については、株式会社型NPOや社会的企業など新たなビジネス形態

を考慮に入れても、基本は営利性を重視するスタンスに落ち着くことになる」としている。

加賀田 [12]は、次のように記している。

企業の社会性評価の問題点としては、社会的に関心の高い項目に関しては、企業

の及ぼす影響力が大きく取りざたされる。しかし、企業と社会の関係を適正に説明し

たものは少なく、データおよび方法論に関しても未だ明確に結論付けられてはいない。

企業評価を適正に行うためには、尺度となり得る指標が必要であり、それは短期的な

企業の成長を評価するものではなく、中、長期的な視点において企業の社会的影響と

財務状態を把握できる内容でなければならない。

長期的な視野に立脚してこれを見た場合、企業の社会性が広く認知されるに従い、

それぞれのステークホルダーが時代の推移とともに会社と多様な利害関係を有してき

た事実も考慮すべきである。

優良企業の選別が社会的貢献度を加味して行われる時、何を評価項目にすべきかと

いうことと、その評価項目を如何に取り扱うかが問題になる。企業にとって収益性の

確保は必要不可欠なものであるが、その収益性の確保に関連して新たに社会性という

価値基準が加わった事実に我々は目を向けなければならないという企業の社会性に対

する認識があることは言うまでも無い。

向山 [13]は、「CSRが安定的な収益性を確保した企業による次段階の自発的な企業行動である

ことを示唆している 。さらには、CSRがどのように評価され、それが企業価値向上にどのように
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結びつくのかは、いまだ証明されていない仮説の域にとどまっている。CSRは企業にとってのみ

Win-Wlnであるばかりではなく、企業と社会の双方にWin-Winであることが重要であろう」と

している。

殿崎 [14]は、「CSR指標と収益性の間にトレードオフの関係が存在することを示している」と

し、さらに「CSR経営が高コスト経営であり、企業収益を圧迫しているとすれば、経済性と社会

性の両立は容易ではなかろう」と指摘している。

「海外の主な先行研究においては、CSRと財務成果に正の関係あるとして報告されたものや、

負の関係があるとして報告されたもの及び正・負のどちらの関係も認められなかったとして報告

されたものがある。日米のこれまでの研究結果を概観すると、CSR活動と財務成果に関して正の

関係を支持する結果が多い。しかし、それ以外の様々な研究結果も報告されており、現段階では

結論の一致は見られない」としている。

次に、主に日本における社会性・社会的価値などに関する学術文献等を確認した。

横山 [15]は、次のように記している。

従来企業の社会性に関しては、社会全体の公益的観点から理想的な企業と社会のあ

り方を問う規範的理論研究および社会業績・経済業績の相関に関する定量的研究が主

流であり、経営プロセスと関連づけられた実証研究は、ほとんどなされてきていない。

社会的価値は様々な形でとらえられ定義されているが、論じる視点により皆まちま

ちである。また、社会的価値という言葉が使用されていても、その内容について、本

格的に言及しているものは少ない。

先進的企業の事例分析を行うことで、それらを達成するプロセスの構成ファクター

およびキイ・ファクターを発見し「社会的価値創造プロセス・モデル」を構築した。社

会的価値創造プロセス・モデルには 、経済性追求目的の経営プロセスとは異なる特徴

が見られる。

一般的に価値概念は、多義的であり統一的見解はないとみなされてきているが、様々

に専門化された社会諸科学のための統一点を提供する機能をはたし、多種多様な専門

的研究を結び合わせうる潜在的な橋渡しの概念とされている。

社会的価値の概念定義は、理念型として社会性を、経済性と非経済性（文化性と政

治性）が融合したものと考える。経済性とは効率を、政治性とは公正・公益を、そし

て文化性とは自己実現や生活享受などを示す。社会的価値とは、このような社会性原

理を経営活動全般に導入していく中で創造されるものとし、経済的価値と非経済的価

値（政治的価値、文化的価値）とで表現する。

工藤 [16]は、中小企業を対象に社会性を研究しており「中小企業における企業の ”社会性”いう

ik-security
テキストボックス
殿﨑
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場合 、”地域貢献”の性格が強く現れる特性がある」としている。「企業の利益追求と社会貢献活動

の関係」と「本業と社会貢献活動の関係」の 2軸を中心に中小企業の社会貢献についてアンケー

トを行い分析している。

「企業の営利性と企業の社会性をうまく両立させるという課題が達成されるならば、”地産地消”

と称されるような自立的・循環的地域経済が達成されると同時に 、地域社会における社会的ビジ

ネス活動（ソーシャルビジネス ）の成長やそれを促す土壌もまた期待できるであろう」と記して

いる。

牧野 [17]は、次のように記している。

CSRで果たされる社会性とは、いわば＜義務としての社会性＞であり、CSVにみ

られる社会性は＜経営戦略としての社会性＞であるといえよう。ポーターらは、企業

と社会は相互依存関係にあるという視点に立って、ともに win-winとなるような戦略

を考えた。それが「共通価値の戦略」（CSV：Creating Shared Value）である。

Porter and Kramer[18]によれば「たとえば社会のニーズをより掘り下げて認識す

る、企業の生産性の源泉を正しく理解する、営利と非営利の境界を超えて協働するな

ど、新しいスキルや知識を身につけなければならない」社会性は事業の絶対的な方向

であり、そして、事業性はこの社会性を継続的に実現するための手段であることは明

らかである。問題が複雑なのは、この社会性と事業性が同じシステムとして表せない

ことにある。

さらに、牧野 [19]は、次のように記している。

社会性を実現するビジネスをシステムとして捉えたとき、その要素（作動）は、共

に社会をよくしたいというパートナーシップの関係である。この関係とは静的なネッ

トワーク構造を示すのではなく情報をやり取りする動的な状況（コミュニケーション）

を示すものである。（以降、このような関係を本章では「関係」と略すことにする。）

この「関係」は「関係」につながって、回り続ける。このように「関係」が回り続け

ることによって、ビジネスの社会的価値が生まれ、同時に事業性も生まれる。

岡田 [20]は、「CSVはポーターらが言うような『世界経済に革新と生産性向上をもたらす新た

な波』というよりも、現実に企業が頻繁に直面する経済性と社会性のトレードオフをめぐる苦渋

の決断を過小評価し、単なる希望的観測にすぎず、企業が行動様式を具体的にどう変えるべきな

のか、その具体的方策を記述しきれていない 。確かに CSV理論では具体的方策は示されていな

い。そして、このように具体的方策を示しきれないのは、社会性と経済性の関係を曖昧にしてい

るためと考えられるのである」と記している。
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松本 [21]は、次のように記している。

企業における「社会性」という概念は、経営学において「効率性・経済性」という

概念とともに用いられ、議論されることが一般的である。これらの概念は、企業がと

もに両立させての行動を取っていくことが望ましいものとして考えられる。

しかし、企業の「効率性・経済性」追求という考え方のもとに、利益至上主義に重

点を置いた企業行動がこれまでに幾度も取られてきた。このような企業による「効率

性・経済性」概念の行動を追求するあまり、負の行動に陥ってしまった現象を払拭す

べく、企業の「社会性」概念に対する回帰が求められている。

尹ら [22]は、CSVのビジネスモデルの類型化を行い、事例で検証している。さらには事例を通

して社会問題解決のための BOP市場と CSVの類型も行った。

高岡 [23]は、「CSV（creating shared value ）構想の社会的責任ビジネス（socially responsible

business ；SRB ）としてのメカニズムの解題を目指し、CSVサイクルを提示した。また、CSV

は『種類としての正しい利益（社会的益を伴う、それに貢献する企業利益）』を指向するのに対し

て、CSR は『正しい利益の獲得あり方（時限的であっても、自己の行動原理利益拡張の衝動を制

御・克己）』を指向する」としている。

笹谷 [24]は、次のように記している。

ポーターら [18]と ISO26000が同様に重視しているのは、今後企業が競争力を発揮

していくためには共通価値の創造や社会・環境の持続可能性という価値の実現に向け

て、社会や他の関係者との連携・協働が不可欠であるとの考えである。ISO26000では

この連携・協働を「ステークホルダーエンゲージメント」と表現し、重要な要素とし

た。すべての中核主題において、連携・協働から生まれる新たな価値を重視した手引

となっている。

ISO26000は SRの時代の本業CSRの新潮流となり、企業にとって使い勝手の良い

手引で、特に 7つの中核主題は優れており、企業の社会対応力強化の羅針盤となる。

ポーターら [18]の CSVは、CSRと矛盾するものではなく、互いに補完するものであ

る。ISO26000が策定されたあとのCSRは網羅性があり、共通価値創造を目指すCSV

と組み合わせて推進する。

丹下 [25]は、次のように記している。

アメリカ企業に関する社会貢献活動の状況をみると、企業フィランソロピーは長

期的な投資として戦略的に捉えられていることがわかる。この土台となっているのが
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「啓発された自己利益（enlightened self-interest）」という概念であり、アメリカでは

次のように説明されている。つまり、「健全な地域社会は企業活動を効率的に行うため

の必要条件である。それゆえ、フィランソロピーは企業としての利益に直接つながら

ないかもしれないが、長期的かつ間接的には企業にとって有益なことである」と。

これをもっとストレートに言えば、「社会的に責任を持つことが、結局はその企業

の利益になる」ということになる。

企業が事業で成功を収めるためには自己の活動に対するビジョン（vision ; 将来あ

るべき姿）を持たなければならないのは当然のことであるが、従来はこうしたビジョ

ンが収益（earnings）や市場占有率（market share）、あるいは製品開発（puroduct

development）の観点から作成されることが多かった。しかし、このような「事業ビ

ジョン（business vision）に加えて、企業が成長・発展するためには社会的ビジョンを

確立することが必要であるとの認識が高まっている。別言すれば、事業ビジョンの場

合と同じように社会的ビジョンに対しても地域社会の課題、それらが企業に及ぼす影

響、さらにビジョンを達成するための戦略などを分析的に把握することが重要視され

始めているのである。

• 社会的ビジョンは目的（purpose）を表しており、地域社会の問題と企業の成功と

の間には直接的な関係性があることを企業自身が認めたものでなければならない。

• 企業は社会的ビジョンを達成するために、人的および財政的に十分な資源（re-

souece）を配分しなければならない。社会的ビジョンを達成するには、慈善的寄

付やボランティアを増やすだけでは十分でない。社会的ビジョンは測定可能で意

味のある結果をもたらさなければならず、それゆえに事業ビジョンを達成する場

合と同様の戦略や計画が社会的ビジョンにも適用されてしかるべきである。

また、森岡 [26]は企業連携について 4つに分類し、事例からその効果とリスクを抽出しようと

試みている。「企業間連携と連携効果については、垂直連携には『連結の効果』が、水平連携には

『規模の効果』、『範囲の効果』、『ネットワークの効果』が、越境連携には『規模の効果』、『範囲の

効果』が、階層連携には『規模の効果』、『連結の効果』」、『ネットワークの効果』と関係があるこ

とが判明した」と記している。

越島 [27]は、次のように記している。

常に変化する経営環境の下では、企業間の関係を再構成しつつ、企業相互の利益獲

得を可能とするフレームワークが求められている。これに対して、90年代中頃より活

発となった”アウトソーシング＝外注化”によるコアではない技術や製造の補完”や”ア

ライアンス＝戦略パートナー化による経営資源の共有”が活発となってきた。しかし、

契約による固定的な企業間の関係付けだけでは、コスト削減は図れるものの新たなビ
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ジネスチャンスを生成するまでに至っていない。これは、個別企業の境界が明確であ

ればあるほど共有できる資源に制約が生じ、新たなビジネス展開のために制約を乗り

越える際のオーバーヘッドが共有化による利益を上回る事態が発生するためである。

このため、企業群をネットワーク化することで、より柔軟な形態として経営資源の相

互提供による”コラボレーション（協動）”が進められている。

さらに、出口 [28]は、コンピュータのクライアント・サーバーの階層関係から着想し、90年代

にプラットフォーム概念を適用して中小企業の企業間連携について言及している。

以上の文献レビューから、以下が明らかとなった。

企業が現状の活動と社会的な変革からCSRとして要求される事項を特定するためには有効であ

ると考えるが、特定したCSRの変更点を企業の価値創出活動に取り入れ、モニタリングしていく

プロセスについては触れられていなかった。

近年ではCSRに取り組むことが企業価値の創造に直結するコーポレートガバナンスの一環とし

て捉えられているとも考えられ、社会の中では価値観が変化していくため、責任の内容も変化に

対応していくことが必要となる。このため、社会発展の展望を特定した上で、企業活動のあるべ

き姿を創出していかなければCSRに遵守した価値創出活動は困難である。一部の企業は国内での

事業活動から、世界的に展開するグローバル化しているため、CSRを考える際には国内の社会変

化を的確に読み取ることと同時に、世界標準を視野に入れることで国際的に通用する仕組みにし

ていくことも重要である。

各企業は CSR活動が認知される社会的な成熟の時期、ならびにその条件はどのような要素が

揃った時に満たされるかを的確に読み取り、そして、なにより収益と相関性を伴い機能するCSR

を考えることは可能かという観点から CSRに取り組んでいることがわかった。

企業は持続可能な社会発展の将来像と自社の果たす役割の関係性がどのように変化するかを常

に考えていく必要がある。また、直接的に収益性の増大に繋がる部分以外に投資することを余儀

なくされるため、企業側にとっては自社の行う社会的責任を果たすための投資が有効に産業競争

力に投影されることへの確証が必要となる。

社会性については、多くの論文で取り上げているものの、ほとんどの論文で定義については言

及されておらず、企業が社会的存在であるとの認識から社会的活動を意識した事業活動が根底に

あることが前提であると考えられる。社会的活動は社会的価値を創造する活動であると考えられ

るが、企業は、ステークホルダーへの責任もあり収益性の向上が根底にあることから、収益性と

社会性が両立できる事業活動が理想的である。

しかしながら、CSVの概念が登場するまでの社会的価値創出活動は社会貢献の延長であったよ
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うに考えられる。CSVの概念により、社会的責任の理念が企業内部に浸透し、戦略的にも事業の

中に社会的価値実現を意識した構想はあるが、企業の社会的価値の実現が経済的価値実現に有機

的にリンクする構造については明らかにされていない。

企業連携については、その分類および効果について分析した研究はあるが社会性との関連から

その構造を深く議論したものは見当たらなかった。

以上の既往研究の検討から、次の点を考慮することが必要であると考えた。

• 企業組織運営の仕組みに CSRの取り組みを推進する過程では、業種に固有のコーポレート

ガバナンスや企業リスクマネジメントのあり方を想定するためにも業種別に分けた上でCSR

へのアプローチ方法を検討する必要がある。

• CSRへの取り組みを企業価値の創造に直結するコーポレートガバナンスの一環として捉え、

価値観が変化していく社会発展を特定した上で、企業活動のあるべき姿を創出していかなけ

ればならない。本研究では、社会性を意識した事業活動は不可欠であり、社会的価値と経済

的価値の同時実現を目指すことこそ重要であるとの考えを基に展開していく。CSRを社会

に対する義務だけと考えるのではなく、収益性と社会性を実現するために必要な活動の一つ

ととらえる必要がある。

2.2 課題設定

本研究では、CSRの取組みによる社会的価値を実現しながら、経済的価値も実現するためのプ

ロセスを可視化できるフレームワークを提案することにより、企業のプロジェクトにおけるCSR

を取り込んだ収益性と社会性を両立させるための構造を提示することを目的としている。

また、本研究では、社会的価値について経済的価値を本業から獲得する財務的な価値として、そ

れ以外を社会的価値として位置づけ議論を展開していく。

前述した既往研究を踏まえて現状の CSRの抱える問題点を検討した結果、今後の CSRへの取

り組みには以下の点を考慮する必要があると考える。

1. CSR要求への柔軟対応化

新しい CSRの取り組みに対する検討項目が登場する可能性が高く、要求の変化に柔軟に対

処できる部署の設立や人員の育成などが必要とされ、企業は直接的に収益性の増大に繋がる

部分以外にも投資することを余儀なくされること

2. CSR投資の有効化

企業にとっては CSRを果たすための投資が有効に産業競争力に投影されること
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3. CSRの経営戦略化

CSR活動が経営戦略の一環として位置づけられているかの見直しが常に内部で行われるこ

と。実際の価値創出活動で戦術として機能しているか評価すること。さらに向上に生かせる

体制を作り上げること

4. CSR活動の主活動化 1

主体的な CSRを実現するためには経営者側と従業員の双方一体となった取り組みが求めら

れるとともに、それを可能ならしめる組織的な対応形態の充実、すなわち内部管理体制の構

築が不可欠であること

以上の課題を踏まえてCSRを意識した事業活動が、社会的価値実現につながるためのプログラ

ムフレームワークの構築を検討していく。

上記の課題について付加して留意すべき点を以下に示す。

1) CSR要求への柔軟対応化については、CSR萌芽期から通算して現在のCSRを考えること、

および社会経済状況を踏まえた時代特有の要求を包摂して把握する必要性がある。

2) CSR投資の有効化については、CSRへの投資が、個別ステークホルダーの利害関係に合致

すること。すなわち CSRへの支出に対して経営上、説得力のある説明が可能であるか否か

が中心になる。

3) CSRの経営戦略化に関しては、CSRからCSVへの展開は、社会的価値の実現に向けて企業

行動を導く社会的価値体系の変化によるものであり、世界中が等しく直面するパラダイムシ

フトに対応する方策の一形態であるとの認識が必要である。

2.3 CSRからCSVへ

本研究では、収益性と社会性の両立に向けて、企業が事業を推進する構造を明らかにすること

を意図している。それは、日本でも多くの企業が取り組んでいるCSVの概念に基づいたものとも

いえる。

CSVに関してはポーターとクラマー [29]が、2002年に競争優位の戦略的フィランソロピー（phi-

lanthropy：社会貢献活動）として次のように指摘をしている。「社会的目標と経済的目標に同時に

取組み、ここに独自の資産や専門能力を提供することで、企業と社会が相互に利するような戦略

上のコンテキスト（文脈）に焦点を絞ることである」と、ここでもフィランソロピーは、いわゆ

1マイケル・ポーターの価値連鎖で、直接的に価値を生み出す活動を指す。
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る社会貢献活動であることから、社会的課題と企業との一体化を目指すことが競争有意の戦略的

フィランソロピーとして重要であると指摘している。

ここに見られるように、社会的価値実現に向けた企業行動としてのCSVは、企業の社会性（社

会的価値）を考慮しつつ収益性（経済的価値）も同時に実現する内容を有する。企業が社会的責

任を十分に果たし、かつ企業が社会と歩調を合わせた発展を志向して事業継続する際には、この

CSVの概念が中心になる。CSRがCSVに昇華する前段階においての企業活動とCSRの関係性構

築へのアプローチを考えると、その背景にある次のような事情が考えられる。

CSR活動の達成すべき目標は決して固定的なものではなく、社会情勢と連動して推移する。そ

のため企業のCSR活動を考えるには、創造すべき顧客価値の定義と実現に向けての方策を模索す

る前提として、CSRの概念自体の変化を考慮しなければならない。

野村総合研究所の西尾 [32]は、「CSV事業の先進事例分析を通じた支援の枠組みに関する調査

研究事業報告書」の中で社会的責任の変遷を図 2.1のように示している。

図 2.1: 企業の社会的責任の変遷,社会情勢と企業の社会貢献（社会責任）活動の変遷 [32],p.21か

ら一部引用

この報告から CSRを中心として社会責任論は社会情勢により変革してきたことが判る。

本論では、CSRの段階については以下のように捉えている。

1. 従来型の CSR

企業の社会的責任が認知されたという社会背景を念頭に、企業の存続要件として CSR活動

に取り組む。

2. 戦略的 CSR 1

新たな商品やサービスの開発、革新、それを生み出すために社会貢献を糸口とする。
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3. 戦略的 CSR 2

2に併せて企業評価向上に資する項目としても CSRを経営マネジメントに取り入れる。

4. CSV（Creating Shared Value：共通価値の創造）

CSRを社会との価値共有を念頭に置いたCSV に昇華したと捉えて企業価値と社会価値の一

致点をビジネス契機と考える。

この CSR発展の中で、1の従来型 CSR確立期において日本企業に対する海外からの圧力がか

かったという側面は見逃すことができない。すなわち環境、倫理、社会面について複数の欧米調

査機関からアンケートの依頼が寄せられ、海外投資家の評価の下落を避けるために国内企業は返

答を余儀なくされた。このような事情が CSR取り組みの発端となったのは否めない。CSRは国

内企業の間で自発的に生じたのではなく、受動的なものであったと捉えることも可能だろう。

しかし、契機となった事情のいかんを問わず、企業に課せられた要求に対して、国内各社は内

容を充足させる対応を実現した。これは、外部変化への対応の一態様と捉えるべきである。同時

にCSR自体が外部的変化要因の大きな要素であり、顧客価値の創造を目的としたイノベーション

につながるものであった。

それは独自性と有機性という特徴を持つプロジェクト活動を組み合わせたプログラム活動に合

致する。これら CSRの発展段階を概観したとき、もっとも先進性を有する 4の CSVに準拠して

CSR活動を考えるのが妥当であるとの見解が一般的であろう。しかし、個別企業のCSR活動への

取り組みは千差万別となる可能性が高い。CSRが自社に及ぼす影響の捉え方は、企業の置かれて

いる環境で異なり、当然のことながら定型的なものは存在しないことになる。

また、CSR活動はプロジェクト全体にとっての適切な資源、具体的には、人的資源、物的資源、

金融資源、情報資源、知的資源、基盤資源がともなって実現する。それらの確保を適切な時期に

確保するには、企業の有する理念も影響を与えるであろう。業種および企業規模など諸般の事情

を考慮して、1から 4のいずれの立場からCSRに取り組むのかは、各企業が検討する必要がある。

事実、個別企業の CSR取り組みは、その時代の先進的な CSR取り組みを模倣したものだったと

いえる。

このような状況に至った理由は、次の 2点である。

1. CSRの発展それ自体をCSR以前の混沌期（カオス）、萌芽期における企業活動の実態（デー

タ）確立期による蓄積されたデータを基にした（インフォメーション）の段階を経て、付加

価値のある知識・学識（ナレッジ）へと考えられること

2. 実際の CSRへの取り組みは、その実現可能な範囲を確定する必要性があったこと
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後者の実現可能な範囲の確定は、CSVによる企業価値と社会価値の同時実現を模索する際、創

造する価値の射程範囲をより明確なフィールド内で考えることにつながるものになった。

これらの事情と共に、社会要求を満たす企業によるCSRへの展開手法も変化した。CSVはこの

変化の産物として捉えることも出来る。言うまでもなく経済的価値と社会的価値の同時実現を企

図するCSVの試みは、ビジネス契機として有効である。それを前提に、その背景に横たわるCSR

とCSVの関係をどう捉えるか、言い換えればCSVの位置づけとしてCSRによる価値創造とどう

結びつけるかの問題と密接に連動していた。

CSVは、CSR活動の価値創出による企業価値の向上が、社会性という尺度で測られるという事

情の下に消費動向（行動）に影響する点が評価された。競争力強化と社会への貢献度向上に関連

性を持たせたことに他ならない。これは物的固定資産と技術力に裏打ちされたノウハウなどの知

的資産に加え、ブランド、レピュテーション、マネジメント、プラクティスなどのコンピテンシー

を企業競争力として評価が可能なものに昇華させる試みといえる。

これが実現すれば、CSRは設備投資と同等の企業投資と捉えることができる。CSVの実現する

価値は、公益的かつ企業的な視点から捉える必要がある。

公益的な視点では、便益性、安全性、人間性、社会性、環境性などの公共利益に寄与する主観

的指標が主なものであり、企業的な視点では、客観的指標である収益性、革新性、成長性、安定

性、信頼性などが企業利益に寄与する。これらが企業の競争力強化と社会への貢献を両立させる

マネジメント手法の確立に寄与した結果、企業が社会的責務を果たすと同時に経済的利益を確保

する CSVへの道が拓かれたと解釈することができる。

2.4 P2Mの概念とフレームワーク

本論文では、フレームワークを考察する上で、P2Mの概念を援用して検討しているため、ここ

で P2Mの基礎的概念についてその概要を確認する。

プロジェクトマネジメント知識体系であるP2M標準ガイドブック [30]では、プロジェクト・プ

ログラムの運営方法について体系化されている。そこで本論文の取り組むべき課題の解明法とし

て P2Mの概要について以下に紹介する。

P2M標準ガイドブックではプログラム、プログラムマネジメント、プロジェクト

を以下のように定義している。

1. P2Mにおけるプログラムの定義
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プロジェクトマネジメント知識体系である P2M標準ガイドブック [30]では、プ

ロジェクト・プログラムの運営方法について体系化されている。プログラムとは、

「全体使命を実現する複数のプロジェクトが有機的に統合された事業のこと」と

定義しており、全体使命により構想された価値創造を意図した組織的活動である

といえる。

プログラムによる価値創造を以下のように定義している。

(a) プログラムは、全体使命により構想された価値創造を意図した組織的活動で

ある。

(b) プログラム全体のコストは部分の総和に等しいが、プログラムが企画する価

値の全体は部分である個々のプロジェクトの価値の総和をはるかに超えるも

のであり、それを構想し、実現を図るものが統合マネジメントである。

(c) プログラムマネージャには、全体を価値の観点から統合的に俯瞰できる能力

が要求される。

(d) 金銭的尺度で価値評価ができない場合、価値は組織やステークホルダーの価

値観が反映された価値指標に基づき評価される。

2. プログラムマネジメントの定義

　プログラムマネジメントは、全体使命を達成するために、外部環境の変化に対

応しながら柔軟に組織の遂行能力を適応させる実践的活動である。この実践的活

動の役割は、プロジェクト間の関係性や結合を最適化して全体価値を高め、使命

を達成する統合活動にある。プログラムマネジメントは、多義性、複雑性という

基本属性により、当初は極めて抽象的あるいは曖昧であるミッションの概念から

スタートし、具体的に何を達成すればミッションが達成されたというべきか不明

確であり、環境変動への対応の仕方も必ずしも明確ではないとガイドブックでも

述べられている。プログラムという自律分散と統合の具体的な仕組みをつくり出

し、これを実行することで価値実現を目指す活動である。

3. プロジェクトの定義

　プロジェクト (project) とは、特定使命 (Project Mission) を受けて、資源、状

況などの制約条件 (constraints) のもとで、特定期間内に実施する将来に向けた

価値創造事業 (Value Creation Undertaking) である。特定使命とは、プロジェク

トに期待される総合的達成要求のことである。この要求を明確にすることが、プ

ロジ、エクトマネジメントの出発点となる。特定使命を明確にするためには、プ

ロジェクトに対する考え方、目的、目標、方針、手段、行動指針などについて規

定することが必要である。

4. 標準プロジェクトモデル
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　標準プロジェクトモデル (Standard Project Model) とは、プログラムを構する

プロジェクトを、独立した管理単位として全体統合することを目的としプログラ

ムの標準形式であるO プロジ、エクトモデルは、プロジェクトの基本性をもち、

テーマ、目標、プロセス、チーム、ツールなど、それぞれが自立したパッケージ

型であり、他のプロジ、エクトモデルと結合または代替して追加的な価値を生み

出す。

(a) スキームモデル

　スキームとは構想計画を意味し、スキームモデル (Scheme Model) とは使

命から複数のシナリオに展開して実現性に関する調査書を成果物とするモデ

ルである。

(b) システムモデル

　システムモデル（System Model）は、システムズアプローチを基本として

いる。この方法論は、初めて複雑系プロジェクトで不確実性を含んだ資源投

入が決定された場合、その具現化のための詳細設計、システムの構築・実証

までを包括するものである。

(c) サービスモデル

　システムの潜在価値を創造する機能を引き出すのが、サービスモデル（Ser-

vice Model) である。サービスモデルは、システムを利用して財を生産し、

サービスを提供するプロジェクトの形態である。

5. P2M概念における価値

　プロジェクトの価値とは、プロジェクトのステークホルダーにとっての価値で

ありであり、すなわちステークホルダーの満足のことである。個々のプロジェク

トがもつ特定使命は、プロジェクトがどのような価値を目的として存在している

かを示しており、その達成の過程および結果に基づくステークホルダーの満足の

総体が、プロジェクトにより生み出された価値となる。

(a) 価値の分類

　 P2Mでは「スキームモデル」「システムモデル」「 サービスモデル」とい

うプロジェクトモデルを提唱しており、それぞれに「構想の価値」「実現の価

値」「活用の価値」を求めている。 プロジェクトを価値という視点で分類す

れば、以下のような価値認識が可能となる。

i. 価値デザイン型プロジェクトの場合 (企画・調査・研究型プロジェクト)、

成果物は価値の設計図であり、次の各視点から認識する必要がある (ス

キームモデル)。

• 全体戦略
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• プログラムミッションとの整合性

• システムモデル、サービスモデルへの価値展開ストーリ一等

ii. 価値創造型プロジェクトの場合 (構築型プロジェクト)、成果物はハード

やソフトの完成品であり、他企業との優位性確保や将来に向けたナレッ

ジ蓄積等の観点から、次の各視点から認識する必要がある (システムモ

デル) 。

• ステークホルダー (主に顧客) の満足

• 技術的なイノベーション価値

• 商品機能の革新価値

• 開発や生産工程等の業務プロセス革新価値等

iii. 価値の獲得・成長型プロジェクトの場合 (運用やアフターサービスやサー

ビス事業や継続した経営活動)、成果物は収益であり、次の各視点から認

識する必要がある (サービスモデル)。

• 投資回収

• 継続的な商品価値の優位性・・・機能、コスト、デザイン、ものづくり等

• 継続的なサービスモデル価値の優位・・・モデル開発、シナジー効果等

iv. 価値再構築型プロジェクトの場合（経営構造改革）、成果物は新しい時

代に対応した経営モデルである。多くの場合、組織全体での取り組みが

必要であり、摩擦や痛みを伴う。 破壊と創造を一体として扱うため、既

述したプロジェクトの複合体として、プログラムマネジメントの範疇で

とらえるべきであろう。

v. 企業の社会的な存在確保は絶対条件であり、どのようなプロジェクトで

も下記の諸項目については道守し、価値向上に努めなければならない (絶

対価値) 。

• CSR の価値

• 環境保全の価値等

(b) 価値の源泉は、究極的には、ヒトと組織である。価値はヒトと組織に蓄積さ

れ、価値自身の成長や他の価値との複合形態等に融合する重要な経営資産と

して認識されるべきである。こうした価値インキュベーションの役割を果た

すヒトと組織については、どのようなプロジェクトにおいても重視すべきで

ある。

• 人材の開発、育成価値

• 組織力のレベル向上価値

• ナレッジマネジメント等
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2.5 ISO26000の概要

ISO（国際標準化機構）国際標準化機構（ISO：International Standardization Organization）は

CSRのガイドラインとして、2011年 11月に ISO26000を発行した。現在では多くの企業がCSR

を企業存続にとって不可欠な活動であると認識するに至っている。

ここでは、そのガイドラインとなる ISO26000の概要について要諦を確認しておく。

ISO26000は社会的責任の進展に影響を与える要素や、重要課題等について示している。また、

社会的責任の概念そのものについて、それが何を意味し、どのように組織に適用されるかについ

て示している [31]。

ISO26000[31]では、その中で以下の原則を規定している。

• 説明責任

• 透明性

• 倫理的な行動

• ステークホルダーの利害の尊重

• 法の支配の尊重

• 国際行動規範の尊重

また、社会的責任に関連する中核主題およびその課題は、以下の通りである。

• 組織統治

• 人権

• 労働慣行

• 環境

• 公正な事業慣行

• 消費者課題

• コミュニティ参画および開発

これに加えて国際標準化機構 [31]では、次のように記している。

ISO20400：持続可能な調達（Sustainable procurement）に関する規格に関して現

在開発が進めている。ISO26000でサプライチェーン、バリューチェーンに対して組織

が社会的責任を果たすべきことを定めたのを受け、製品・サービスとその過程につい
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ても行動指針を示そうとする。現在は検討段階で 2017年には国際規格としての発行が

予定されている。テーマに「持続可能な調達」を掲げて、法・倫理・環境・人権など

の社会的責任の観点から将来に向けて持続可能な調達活動を考えていこうとしていて、

その中ではサプライチェーンを通じた環境負荷の最小化などを例として挙げる。

これにより、購買調達方針に社会性・環境性の評価軸が追加されると同時に、CSR

レポートや統合報告書での CSR・環境監査報告等が強化されることになる。言わば

ISO26000で規定した内容の実践・普及を図るもので、サプライチェーン全体にわたっ

て展開するための規格である。

このような規格が示されれば、企業は自社の購買調達方針を見直して、CSR・グ

リーン調達の推進が見込まれる。これはさらに企業行動に社会性と環境性の観点が加

わることに他ならない。

2.6 考察

CSRとは、企業フィランソロピーおよびメセナを包摂した概念であり、企業が社会的存在であ

ることに注目しただけのものだった。この程度の認識では、形はどうあれ何らかの社会貢献が認

められるなら企業の責務は果たされたことになる。企業側から見れば、CSR活動の有効性は社会

的に好印象を与えるというレベルのものでしかなかった。

しかし、環境負荷への世界的な意識の高まりを始め、企業を取り巻く情勢は大きく変化した。こ

れは社会と企業の双方においてサステナビリティの条件が変化したと捉えるのが妥当であろう。そ

の結果、社会との共通価値をテーマに企業の存続発展を実現するという発想の下に生まれたのが

CSVである。これは社会と企業の同時存続という命題に合致する。企業側からも従来まで財務的

負担でしかなかった CSR活動を、CSVの出現によって戦略的な意味を持った事業プログラムと

してステークホルダーに示すことが出来るようになった。

CSVで達成される社会価値自体、内容は様々であり、その実現に向けての取り組みも多様な形

態が存在する。社会価値を実現する主体が製造業のみならず、他の業種の手による場合があるのは

言うまでもない。また、経済的価値と社会的価値の同時実現を念頭にプロジェクトを推進するに

は、一業者単体で遂行することも可能であるが、外部目線を内部構造に導入することが社会性を

高めることに有効であると考えられることから、複数の組織体事業者の協働を観念したプロジェ

クトを研究対象とした。社会的価値と経済的価値の同時実現を目指すには、事業者同士のパート

ナーシップ成立形態とプロジェクト推進プロセスをP2Mフレームワークに投影したものが有効と

なる。

P2M理論 [30]は、「価値創造のプロセスを Scheme（事業構想） System（手段の構築）Service
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（成果の獲得） の工程で事業が完結するライフサイクルで提示する。この一連の 3Sモデルは、同

時にプロジェクト資源と知的資産をどの段階で利用するかを明確に示す機構図としての役割が期

待できる」としている。

また、P2M標準ガイドブック [30]では、「イノベーションや仕組みの改革は、新たな顧客価値

の創造を目的とし、独自性・有期性の特徴をもつプロジェクト活動を組み合わせたプログラム活

動として実行される」としている。また、P2Mのフィールドではプログラムの定義として「組織

戦略から要求される使命により構想された価値創造を目的として、複数のプロジエクトが有機的

に結合された事業」である点を挙げ、単に大規模・複雑なシステムを実現するためのマネジメン

トではなく、多くの場合、価値の創造、したがってその価値を享受する顧客との対応を考えるこ

とを重視しなければならない」とされている。

このように顧客との関係性に着目してCSR事業と価値創出活動との有機的な関係性を段階的に

検討する上で、P2Mの 3Sモデルはきわめて有効であると考える。そのため事業の推進過程にお

いても、価値創造に関して P2Mが掲げた 3要件を検討することになる。

1) プロジェクトが期待どおりの効果を実現するために必要な実践力の枠組みの検討

2) プロジェクトの成果物が期待どおりにバランスよく関係者に価値をもたらすかの評価

3) 2 つの要件を満たしたプロジェクトでの価値創出に、「資産価値（知的資産価値を含む） に

加えて、資産が新しい利益を生み出す「イノベーション価値」、さらに、プロジェクトが外

部のステークホルダーとの利害関係を調整し、波及効果を享受する「調和価値」の 3つが含

まれるかの検討

という 3要件である。

ISO26000を規範として社会的価値実現に向けて多くの企業が、社会的責任を果たすべく活動を

うたっているが、経済的価値との有機的な構造を提示するに至ってはいないと考えられる。
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前章で掲げた４つの課題は、相互に関連し合って働く。先ず、CSR事業の中に外部評価に対応

した内容が担保されるために、1) CSR要求への柔軟対応化、2) CSR投資の有効化の 2つが、社

会的な評価に直結する重要な要素になる。そして時代の変遷に伴い、この 2つにCSR活動に従来

以上の意味を持たせるために、次の 2つが登場する。3) CSRの経営戦略化：CSR活動が経営戦略

の一環として位置づけられているか、4) CSR活動の主活動化：2)、3)との兼ね合いも含めてCSR

が価値を生む活動となっているかを検討することが必要となる。

これらの課題に対して、次のように把握した。

まず最初に、本論で考えるCSRとは、営利の追求が本来の目的である企業が、社会的価値を創

出する活動を指すという点を明らかにしておく。このような捉え方はCSRの潮流に鑑みてのもの

である。直近の CSRから CSVへの展開も含めてこのように考えて良いと判断した。そして社会

要請に答える企業行動という観点からは、現存する具体的なCSR項目（CSRの取り組み）は、企

業がそれを順守することによって社会的価値を実現していると考えられる。

CSR項目の内容は、財務的な評価を離れ、その他の分野で企業行動に健全性を求める際の具体

的な内容を示したものである。ただし、この段階では、財務的な側面以外の社会との調和的発展

を意図するものであるために、自社の存続に関する活動と社会的価値を創出する活動が分離して

いる。そこから「現在のCSRには、社会からの要請に答えながら自社の存続が可能な経営を行う

段階への移行が求められている」との捉え方が浮上する。

本研究では、課題の中でCSR活動の主活動化がCSR推進の最も重要なポイントであると捉えた。

主活動といえば、マイケル・ポーターの価値連鎖（バリューチェーン）の中で、直接的に価値を

生み出す活動を指しているが、価値連鎖の中で事業の主活動に、CSRプロジェクトがリンクし価

値を実現する統括マネジメントが CSR活動の主活動化の一形態であるとも考えられる。

図 3.1は価値連鎖（バリューチェーン）の中で、一般に認識されている主活動である調達⇒生産

⇒販売までの価値創出活動の中に CSRの視点を取り込んだ状況を表している。事業体単体での事

業活動の中で行われる範囲は限られており、このバリューチェーンを形成しているのも多くの企

業または組織や個人が介在している。このバリューチェーンを形成する組織間での取引や提携が

価値を創造しているが、異なった視点からこの事業を企画することは事業に新たな進展をもたら
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図 3.1: 価値連鎖における CSRプロジェクトの主活動化

すと考えられる。この異なった視点、言い換えれば外部視点が新たな事業展開には必要であると

考える。

これまでは企業がスタンダードな CSR項目（一般的に取り組まれていた CSR活動）を順守す

ることによって、社会的価値が実現されることがあった。この状態から経済的価値（営利の追求）

と社会的価値の創出が同時に行われる事業形態に移行しなければならない、という方向性が見え

てくる。

しかし、多くの企業の実態を見る限り、相変わらず自社の存続に関する活動と社会的価値を創

出する活動が分離しているように思われる。この状況を打開する具体的な方策を明示することが

CSRの直面する課題であると捉え直す必要があるだろう。自社の存続に関する活動（経済的利益

の確保）と社会的価値創出活動の二つを一体化した事業フレームワークの構築が必要になると考

える。

事業フレームワークの構築を図るための重要なポイントを明らかにすることこそ、本論文で取

り上げる中心課題である。

CSR推進の原動力は何かを考える時、CSRの取り組みに関する実際の企業行動が、企業インセ

ンティブを満たすものである必要があると考える。言葉を変えるなら、本業と同等の価値をCSR

の中に認める事業フレームワークの構築が必須であるということになる。事業フレームワークの

構築は、スタンダードなCSR項目を順守することによって社会的評価を得る段階から、経済的価

値と社会的価値の同時実現を図る段階で必要になる。すなわち先に掲げたCSR取り組みに関して

生じる 4つの課題とは、CSRを通じて企業行動が社会的価値を実現する段階へと移行する状態を

考えた時、その過程で直面する課題ということになる。

先に述べたように、4つの課題の中で外部評価に対応した内容が担保されるためには、1）CSR

要求への柔軟対応化、2）CSR投資の有効化の 2つが、評価に直結する重要な要素になる。しか

し、実際には、4）の企業の内部構造が完備することの必要性を指摘した CSR活動の主活動化が
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CSR推進に欠かせない。そのため、本研究では、CSR活動の主活動化が中心課題であるとの想定

から議論を進める。現実の企業行動に目を向ければ、1）～3）までの課題は、4）の課題があって

こそ解決できると考えられる（図 3.2）。
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図 3.2: 課題の関係

主活動化を考える時、一般的にその内容は、（主体的な CSR を実現するために経営者側と従業

員の双方一体となった取り組みが求められる。同時に、それを可能ならしめる組織的な対応形態

の充実、すなわち内部管理体制の構築が不可欠である）という内部構造の充実に着目した説明が

行われる。そして、その実現は 2)、3)との兼ね合いで、CSRが価値を生む活動となることが求め

られる。

しかし、それにとどまらず、これ以外にCSR活動を主活動化するためには、組織構造構築を可

能にするCSR価値の確保が必要となる。この場合のCSR価値とは収益性の確保であると考えた。

収益性の確保は主活動化を実現するための企業インセンティブ確保と言い換えることができる。企

業インセンティブの中心に位置するのが収益性の確保であり、4) の CSR活動の主活動化を図る

際の最重要課題であるとの把握が可能になる。

後述する、1) 企業活動とCSRの関係性構築手法、2) 社会要求の企業CSRへの展開手法、3) 組

織構造への CSR組み込み手法、4) CSR管理のための P2Mマルチプログラムフレーム、5) 社会

要求変化への状況対応手法という 5つの手法確立の必要性については、CSR活動の主活動化に向

けて妥当な視点を保持するためのものと考えている。

3.0.1 企業活動とCSRの関係性構築へのアプローチ

CSR活動の達成すべき目標は決して固定的なものではなく、社会情勢と連動して推移する。そ

のため企業のCSR活動を考えるには、創造すべき顧客価値の定義と実現に向けての方策を模索す
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る前提として、CSRの概念自体の変化を考慮しなければならない。

CSRの段階については前章で提示したが、以下の段階が考えられる。

1. 従来型の CSR 　

企業の社会的責任が認知されたという社会背景を念頭に、企業の存続要件としてCSR 活動

に取り組む。

2. 戦略的 CSR 1

新たな商品やサービスの開発、革新、それを生み出すために社会貢献を糸口とする。

3. 戦略的 CSR 2

2に併せて企業評価向上に資する項目としても CSRを経営マネジメントに取り入れる。

4. CSV（Creating Shared Value：共通価値の創造）

CSRを社会との共有価値を念頭に置いた CSVに昇華したと捉えて企業価値（経済的価値）

と社会価値の一致点をビジネス契機と考える。

このCSR発展の中で、1のCSR確立期においては日本企業に対する海外からの圧力がかかって

いた。すなわち環境、倫理、社会面について複数の欧米調査機関からアンケートの依頼が寄せら

れ、海外投資家の評価の下落を避けるために国内企業は返答を余儀なくされた。これは、外部変

化への対応の一態様と捉えるべきである。CSR自体が外部的変化要因の大きな要素であり、顧客

価値の創造を目的としたイノベーションになじむものである。それは独自性と有機性という特徴

をもつプロジェクト活動を組み合わせたプログラム活動に合致するということに他ならない。

CSRの発展段階を概観したとき、現状もっとも先進性を有する 4のCSVに準拠してCSR活動

を考えるのが妥当であるとの見解が一般的であろう。しかし、個別企業のCSR活動への取り組み

は千差万別となる可能性が高い。CSRが自社に及ぼす影響は企業の置かれている環境や社会情勢

で異なり、定型的なものは存在しない。また、CSR活動はプロジェクト全体にとっての適切な資

源、具体的には、人的資源、物的資源、金融資源、情報資源、 知的資源、基盤資源がともなって

実現する。

それらの確保を適切な時期に実施するには、企業の有する理念（ビジョン）も影響を与えるであ

ろう。業種および企業規模など諸般の事情を考慮して、1から 4の段階のいずれの立場から CSR

に取り組むのかは、各企業が検討する余地があると考える。

このように考える背景は、実際のCSRへの取り組みは、その実現可能な範囲を確定する必要性

があるからである。

実現可能な範囲の確定は、CSVによる企業価値と社会価値の同時実現を模索する際、創造する価
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値の射程範囲をより明確なフィールド内で考えることにつながるものと考えられる。これは P2M

におけるプロジェクト資源マネジメントの手法が援用される局面の一つと言える。

世の中に存在する企業の存立が、それを取り巻く社会との関りで成り立つことを指摘するまで

もなく、企業行動は経済性とともに社会的観点からも評価されなければならない。その視点を持っ

て企業のあり方を考えようとするのがCSRである。根底には社会と企業との調和的発展を志向す

る考え方がある。

CSRは両者が共存するための条件の一つと捉えることも可能である。だが、一方で CSR活動

は企業の採算性とは無関係の事項に属し、財務的観点から評価されるべきではないとの考え方が

根強く残っている。企業に課せられた義務を果たすための活動と業績を伸ばすことは、切り離し

て考えるという認識が、今までは、むしろ主流になっていたとも言える。そのような考え方によ

れば、CSRの取り組みは、社会全体と企業との折り合いをつけることを念頭に置いてのみ、企業

サステナビリティに寄与すると考えられた。

CSRは企業業績と相反する行為であり、CSR活動を企業が継続する理由は社会からの要請とい

う一点に絞られる。そのため、今までのCSRの取り組みを企業側から見た場合、実質的なメリッ

トは見当たらなかった。従って、自社のサステナビリティの条件を満たすCSR活動を念頭に置い

た定型的な様式も存在しなかった。そのような段階から歩を進めてCSRを企業経営のスタンダー

ドとするためには、企業が行う主活動とCSRの間に存在する有機的な関係性を指摘することが必

要となる。

これが可能になれば、CSR活動がそれ自体、企業サスティナビリティの重要な要素として位置

付けることができるであろう。企業サスティナビリティを目指すものとして、その実現に至る要

素は、現段階では完全に抽出されていない。そのような状態で企業は社会的価値を自社ビジネス

と連動させる道を模索している。

社会的な認識が一歩進み、企業の社会的価値創造活動が企業評価に寄与するという考え方が定

着したとしても、企業収益に直接影響するような事業様式が確立されていなければ、CSVを積極

的に推進する企業の数は増加しないであろう。そこでは、社会との共存共栄を志す高邁な経営理

念に加えて、実際に企業を利する収益構造を事業フレームワークの中に作り込むことが求められ

ている。

企業に収益をもたらす構造が、社会的価値実現のための事業に盛り込まれるには、どのような

条件が必要とされるのかを明らかにする必要がある。また、現実の事業推進過程の中に、一定の

パターンを求めて段階別に検討するとともに、企業が従来の企業行動を継続した場合に生起する

問題点を浮き彫りにするというアプローチが必要になる。

社会的価値実現を目指す事業に関して、企業利益を確保するために有効となる構造が、事業を
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行う企業の内部機構とその推進過程に存在するという仮説を立てた。そのような前提で企業が社

会的責任を全うしつつも、経済的価値をもたらす CSVに該当する事業の展開プロセスを検討し、

企業が社会的価値と経済的価値を同時に実現する定型的な様式を見出すことを目的とする方向で

検討していきたい。

3.1 課題解決のための手法

本論で挙げた課題を解くことを目指して、P2Mを援用したプログラムフレームワークを検討す

ることになる。現在のCSRがどのような段階にあるとしても、今後、実行可能な手法を考案する

ならば次に挙げた手法についての検討が有効に機能すると考える。

1. 企業活動と CSRの関係性構築手法

社会構造の変化によって組織に要求される CSRや組織が価値創出活動の拡大や社会変革に

より対応を必要とされる CSRについて明らかとする。

2. 社会要求の企業 CSRへの展開手法

時間の変化に伴って社会から求められている要求の変化を特定し、1で作成した CSRの対

応計画と比較検討することで要求変更を特定する方法を検討する。

3. 組織構造への CSR組み込み手法

組織構造の中でCSRを策定する活動と価値創出活動の関係性を明らかとし、策定したCSR

を基に価値創出活動をモニタリングする方法を検討する。

4. CSR管理のための P2Mマルチプログラムフレーム

CSRの策定と価値創出活動の関係性を明らかとし、事業活動をCSRに順守するための方法

を検討する。

5. 社会要求変化への状況対応手法

2で明らかとした要求変化が 1から変化していた場合に事後の CSRの対応計画として状況

対応させる方法を検討する。

図 3.3は、P2Mを援用する場合の課題を解決するための手法の関係を表している。この関係を

説明すると次のようになるを考えられる。

P2M理論の援用が根底にあるため、企業の事業プロジェクト（PRJ)を想定した。1）プロジェ

クトにおいて企業の本業である営利活動とCSR・CSV活動の関係性の構築する。2）1）の関係に

基づき社会の要求に対応した計画を検討する。ここでは、企業のサスティナビリティに意識した活
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図 3.3: P2Mによる CSR手法の関係図

動が前提である。3）組織構造の中で策定した CSRを基にモニタリングする方法を検討する。4）

事業活動の中に CSRを取組んだ構造を明らかにできる P2M理論に基づくフレームワークを検討

する。5）社会の要求の変化に対応する方法を検討する。

個別研究課題に対して機能的に対処するためには、CSR活動における評価の視点を可能な範囲

で確立しておくことが求められる。それは企業活動とCSRの関係性構築へのアプローチにために

は必須となる。なぜならば、CSR活動の達成すべき目標は決して固定的なものではなく、社会情

勢と連動して推移するからである。そのため企業のCSR活動を考えるには、創造すべき顧客価値

の定義と実現に向けての方策を模索する前提として、CSRの概念自体の変化を考慮しなければな

らない。

企業は、社会が健全かつ調和的な発展を遂げるための役割の一端を担っている。このことから

企業は社会的存在と認知され、企業の果たすべき役割の範囲や内容に関する多くの研究が行われ

てきた。しかしながら、企業がCSRを継続していくには経営資源の投入が必要であり、価値創出

活動とCSRとの関係性を明らかとしなければ従業員を含めたステークホルダーへの説明責任が果

たせない。したがって、策定されたCSRを価値創出活動として把握し、事業活動に反映するマネ

ジメント手法が必要である。本論では P2Mを援用し、CSRから CSV（Creating Shared Value）

へと展開した現在のCSR を念頭に、企業にとって最適化されたマルチプログラムフレームが検討

されなければならない。
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3.1.1 社会要求の企業CSRへの展開手法

社会から要請された責務を果たすCSR事業が有効に機能することは、今後の企業サステナビリ

ティの重点ポイントと考えられる。これは企業内部の活動のみに注目する従来の事業フレームワー

クを、ステークホルダーとの関係性の再構築、および社会との共通価値を創造する方策の実現を

志向することにつながる。

このように社会との共通価値の創造に関わる内容を企業内部で具体化するプロセスは、現存す

る諸問題を解決し、現状を改善する P2M手法が機能する場である。具体的には、企業が行う施策

の中から、特に組織設計、改善改革プロジェクト創出のフレームワークを、P2M援用による事業

設計として形成することになる。

3.1.2 組織構造へのCSR組み込み手法

CSR自体が企業サスティナビリティの一環を担うものであるとの認識を前提として、その実現

に至る要素が、現段階では完全に抽出されていない。このような状態の中、特筆すべき一連の動

きとして、企業が社会的価値を自社ビジネスと連動させる方法を模索する例が増加している実態

がある。

社会的価値の実現が、ビジネスとして成立するという条件が備わっていることは、企業側から

見れば必須であるといえる。社会的な認識が一歩進んで企業の社会的価値創造活動が企業評価に

寄与するという考え方が定着したとしても、企業収益に直接影響するような事業様式が確立され

ていなければ、CSRを積極的に推進する企業の数は増加しない。そこでは、社会との共存共栄を

志す経営理念に加えて、実際に企業が利する収益構造を事業フレームワークの中に作り込むこと

が求められている。

企業に収益をもたらす構造が、社会的価値実現のための事業に盛り込まれるには、どのような

要素を必要とするのかを明らかにする必要がある。その場合は、現実の事業推進過程の中に一定

のパターンを求めて段階別に検討するとともに、企業が従来の企業行動を継続した場合に生起す

る問題点を浮き彫りにするというアプローチが有効になるだろう。

いずれにしても社会的価値実現を目指す事業に関して、企業利益を確保するため有効となる構

造が、事業を行う企業の内部機構とその推進過程に存在することが前提になる。そのような前提

で企業が社会的責任を全うしつつも経済的価値をもたらすCSVに該当する事業の展開プロセスを

検討し、企業が社会的価値と経済的価値を同時に実現する定型的な様式を見出すことを目的とす

る検討が必要になる。これを到達目標として目指す段階を設定した場合、社会的価値と経済的価

値の両立を可能にするための手法を考えることになる。
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その際には、いくつかの問題点を克服しなければならない。

その一つに、企業のグローバル化がある。この問題は企業行動が広範囲にわたり、統一的視点

によって捉えきれない要素が出現してきた状況と同軸上にある。企業規模の拡大により、企業の

末端まで経営者が管理することに限界が生じる。そこで事業部制の導入により、各事業部でプロ

ジェクトを推進することが、広範囲に事業継続するための一般的な手法になっている。そこでは

プロジェクト単位の経営マネジメントが求められる。

企業としては、当然の流れとして利潤追求を第一と考え、事業を推進していくことになるが、時

代背景から環境、社会的問題解決につながるCSR活動を意識したビジネスプログラムの構築が必

要となる。これらの点に鑑みて、プロジェクト単位で構成した事業フレームワークに、CSR的視

点を組み込んだ統治を考えることになる。

常に存在する前提は、企業の社会的価値創出は、経済的価値創出と連動させなければならない

ことである。プロジェクト運営方式を考案する際には、社会的価値を実現しつつ事業の継続性を

担保するマネジメント方策について、企業の内部構造を視野に入れた議論が必要になる。

CSR活動における社会的な視点は、会社全体だけではなく、個々のプロジェクト単位でも明確

に意識せざるをえない状況にある。なぜならば、企業全体の事業フレームワークを考える時でさ

え、推奨されているCSR項目を単に順守するだけでは企業の経営持続および競争力の向上は困難

だからである。直接、収益につながらないのは勿論、企業評価を高めることで間接的に業績に寄

与することもままならない。

CSRへの取り組み自体、実質的に社会への貢献度が認められる内容が盛り込まれている必要が

ある。ましてや、ある意味、一過性の性質を持つプロジェクトでは、限られた期間で結果を出す

ことが求められる。その際に、社会性を持った企業行動と価値創出活動との関係性が明らかにで

きなければ、CSRは社会的義務を果たすための経費の一つと言わざるを得ない状況となる。その

ような状況から一歩進んでCSRを経営戦略の一貫として捉えるには、プロジェクトに関係する範

囲の外部環境の変化を意識したうえで、複雑な使命達成の道を開く必要が生じる。事業価値を創

造する方法論の確立が急務となるであろう。

CSR活動と事業活動の関連性を検証するための方法論を考察してプロジェクトにおける事業活

動と CSR活動の関連を考察し、CSR活動の重要性を再度明らかにしていく必要も出て来る。そ

のためには、CSR活動に取り組む際の視点の確立が中心課題と考えるべきである。必要な変化要

因を整理するとともに、CSRマネジメントをプロジェクトの各段階に組み込み、サービス段階ま

でを包括して管理するためのフレームワークを検討する必要がある。

フレームワーク構築については、考慮しなければならない問題点がいくつか存在する。先ず、企

業のプロジェクトマネジメントの多くは、経済性重視のプロジェクトマネジメントに焦点が当て
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られていることである。その背景には、企業が環境の変化の中でも生き残りをかけて事業継続を

していくために、プロジェクトマネジメントプロセスを導入することによる生産性の向上やプロ

ジェクトを遂行していくことができるフレームワークが求められているという実情が存在する。そ

のようなフレームワークによって、経済性重視のプロジェクト目標を達成するという、成功率の

向上が期待されている。

しかし、企業が環境の変化の中でも生き残りをかけて事業継続をしていくためには、これまで

以上に視野を広げて方策を考案していかなければならない。そのためには、CSR目線のプロジェ

クトマネジメントプロセスを導入することが、生産性の向上やプロジェクトの円滑な遂行を可能

にすると考えられる。視野を広げることによって、プロジェクトの目標を達成するために何が必

要かを浮き彫りにすることできる。

さらに、従来のプロジェクトマネジメントの考え方の中では、短期間でプロジェクトが完了す

ることから持続可能性に関する展開が考慮されていないことがある。各企業が経済性重視を維持

したままプロジェクトマネジメントプロセスを形作れば、現況に適応することのみに重点を置い

たマネジメントに終わってしまう。

そこから、伝統的なプロジェクトマネジメントのパラダイムを崩して発展を遂げる方策を導き

出すには、次の点が考慮される必要がある。

環境の変化のスピードと予測可能な変化因子の減少である。これらを考慮すると、変化が起こっ

てからの対処では事業の継続が望めないのは明白である。事業継続の道筋は企業の内部構造を見

据えた提案であることが求められる。さらに、単一プロジェクトの成否の評価のみにとどまらず、

新たなプロジェクトの発足を促す要素を抽出することである。これはサステナビリティの観点か

らは欠かせない。

これらの課題を解決しつつ社会的責任を果たし、企業の存続を図る事業フレームワークを考案

する際には、P2Mフレームワークの援用が有効となる。同時に、プロジェクトの効率的な稼働が

可能になる局面についての細緻な考察が、企業行動の指標作りには有効である。

本論では、このプロジェクトの効率的な稼働が可能になる局面を、事業体間の協働事業の中に

見出そうとした。この場合の事業体は企業に限るものではない。ただし、基本的には、企業と企

業の協働を想定している。私企業以外との結合は、その経済性の維持を念頭に置いた結合になる

と考えるからである。

言うまでもなく、協働による社会的価値の創造においても、社会的利益と経済的利益の同時実

現が前提になる。各々の事業者は、両者の実現に向けて事業領域内で収束するようなコラボレー

ションを考慮しなければならない。先に掲げた検討要素 1.CSR要求への柔軟対応化 2.CSR投資

の有効化、3. CSRの経営戦略化、4.CSR活動の主活動化の４点は、プロジェクト終結までに同一
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事業の領域内で検討されるべきものである。

図 3.4では、P2M概念を援用し、事業プログラムの 3Sモデルであるシステム、スキーム、サー

ビスから社会的価値実現に向けた CSRプログラムの 3Sモデルであるシステム、スキーム、サー

ビスへと影響が与えられることを、各方面に伸びる矢印によって表している。ここで言う関係性

とは、企業と社会が各フェーズで共有するモノや情報のことであり、影響とはあるフェーズから

あるフェーズへ共有するモノや情報が流れることである。また、企業のプログラムの構造は、ビ

ジネスの持続可能性をミッションとし、スキームにおいてCSR活動をシステム化し、サービス段

階において社会的価値の実現に至るプロセスを示したものである。
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図 3.4: 社会的価値実現へのプロセス

社会との調和を目指す従来のCSRも、CSVの段階における企業活動も、企業の存続が前提とな

る。特にCSVは社会課題の解決と企業利益の同時達成を意図するものである。それには企業の内

部システムを統括運営するプログラムに社会的価値が意識され、利害関係者の視点が最大限に反

映されているものであることが求められる。企業の行う事業のプロセスは、目指す価値共創のプ

ログラムについて、P2Mフレームワークを援用することで、それぞれの検討段階におけるステー

クホルダーとの関係性が明確に把握できる利点がある。また、P2Mフレームワークの利用は、バ

リューチェーンの構築に向けて内部システムを統括運営する方策を考える指針を得るのに有効な

ものとなると考える。

近年では国内における多くの企業が CSRの重要性を認識している。だが、CSR活動の意義は

認めていても、事業と関連付けて積極的に経営フレームの中に取り入れる段階には至っていない。

CSVはその階梯を乗り越える意味を持つ。

これまで行われてきたCSRがCSVへと変貌を遂げた背景には、CSR活動と企業価値創出との

関係を、企業がステークホルダーに明確に示す必要に迫られたという側面がある。CSRからCSV

への展開が可能になれば、企業がCSRに投下する資本に対するステークホルダーへの説明責任が

果たせる。その糸口は企業と社会との共通価値であり、これによりCSRが価値創出活動と結びつ

き、CSRが事業活動に反映されたプロジェクトマネジメント手法が確立する。そのためには、実現

される社会的価値の内容とそれを実現するための組織運営のあり方を精査する必要があるだろう。
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組織運営を考える上では、社会的価値の実現に関わる組織を企業、NPO並びに行政と分類して、

それぞれが社会的価値にどう働きかけているかを検討するのが、社会の状況に適応した効果的な

方法だと考えられる。

財務の
視点

顧客の

視点

内部
プロセス
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学習と

成長

の視点
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アピール

図 3.5: 経営ビジョン達成への戦略マップ

CSRプロジェクト（CSR視点による事業プロジェクト）は、企業の経営ビジョンを達成するた

めの経営プログラムの一部として構成される。図 3.5はCSRプロジェクトが企業戦略としての意

味を持ち、経営ビジョンを達成するための要素になる関係性を、バランススコアカード（BSC）を

利用した形で表した戦略マップである。

図 3.5は内部プロセスをP2M理論の 3Sモデルで表示し、それぞれの段階での関係性を可視化し

ている。このようにBSCの内部プロセスの視点と顧客の視点を有機的に関係させるものが、CSR

の視点であると捉えている。CSRの視点は顧客の視点と内部プロセスの視点を融合させる機能を

有していると考えている。CSRの視点のよる事業活動は、企業価値に寄与するものとして顧客の視

点を意識したものでなければならない。それが、収益性の向上につながる可能性があると考える。

図 3.6は顧客の視点と内部プロセスの視点の関係性を明らかにしたものである。BSC上でのCSR

の視点によって、顧客の視点と内部プロセスの視点を融合させることができれば、内部プロセス

に外部目線の導入ができる新たなビジョンと戦略を構築させ社会的価値を創造することができる

とするものである。この BSCの視点により企業収益に影響を与える CSR項目を抽出することが

可能になれば、企業活動と CSRの関係性を考える上で CSR活動と企業財務のパフォーマンス関
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図 3.6: 外部目線による価値創造

係の一端を明らかにすることが期待できる。

3.1.3 CSR評価のアウトライン

現在では多くの企業が CSRの重要性を認識するに至り、国際標準化機構（ISO：International

Standardization Organization）が発行した ISO26000が、そのガイドラインとしての役割を果た

している。ISO26000を指針として各企業がCSR活動を行う場合、企業の価値創出活動とCSR活

動との有機的な関係性が明らかにされなければならない。そこで、顧客価値が企業の内部プロセス

に反映されているメカニズムに着目し、価値共有プロセスをP2Mフレームワークに反映させるた

めのシステムを検討した。さらに社会に向けて何を発信すると効果的であるかの分析を加味して、

あらたなバリューチェーンの構築に向けて内部システムを統括運営する方策について検討した。

企業がCSRに取り組む際の指針となっている ISO26000[31]は、それまでの漠然としたCSR活

動を一歩進めて、社会的責任に関する原則を挙げる上で企業の取り組むべき課題を明らかにしよ

うとしている。ISO2600の中では「説明責任」「透明性」「論理的な行動」「ステークホルダーの利

害の尊重」「法の支配の尊重」「国際行動規範の尊重」「人権の尊重」について企業が配慮すること

を求めている。

取り組むべき課題として 7つの中核課題を設定したこともCSRを進めていく上での指針を示す

ものとして大いに有益であろう。

（7 つの中核課題）

1. 組織統治

2. 人権

3. 労働慣行
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4. 環境

5. 公正な事業慣行

6. 消費者課題

7. コミュニティ課題

これに加えて国際標準化機構（ISO)では、持続可能な調達（Sustainable procurement）に関す

る規格に関して現在開発進めている。ISO26000でサプライチェーン、バリューチェーンに対して

組織が社会的責任を果たすべきことを定めたのを受け、製品・サービスとその過程についても行

動指針を示そうとする。ISO20400（持続可能な調達）は現在は検討段階で 2017年には国際規格

としての発行が予定されている。

テーマに「持続可能な調達」を掲げて、法・倫理・環境・人権などの社会的責任の観点から将

来に向けて持続可能な調達活動を考えていこうとしていて、その中ではサプライチェーンを通じ

た環境負荷の最小化などを例として挙げる。これにより、購買調達方針に社会性・環境性の評価

軸が追加されると同時に、CSRレポートや統合報告書でのCSR・環境監査報告等が強化されるこ

とになる。言わば ISO26000で規定した内容の実践・普及を図るもので、サプライチェーン全体に

わたって展開するための規格である。

この規格が示されれば、企業は自社の購買調達方針を見直して、CSR・グリーン調達の推進が

見込まれる。これはさらに企業行動に社会性と環境性の観点が加わることになると考えられる。

一般に、ISO26000を指針として行われている各企業の CSR活動には、企業の価値創出活動と

CSRとの間に有機的な関係性が求められる。その実例は、顧客価値が企業の内部プロセスに反映さ

れている事例の中に存在する。また、各企業のCSRを検討する中で判明したのは、企業価値の創

造のためには、社会に向けて何を発信すると効果的なのかを分析する必要があるという点である。

プロジェクトミッションの達成度を評価する前提として、プロジェクト単位の統治の必要性を

再確認しておくことも重要である。すなわち経営者が企業の末端まで管理することが困難である

場合があるという現実を踏まえて事業部制が導入されるとういう事実、加えて各事業部でプロジェ

クトを推進するのが状況変化にもっとも対応できる形態であるという点は、企業のCSRの取組み

における最適化を考える上で十分に認識しておく必要がある。

時代背景から環境、社会的問題解決につながるCSR活動を意識した場合、外部環境の変化を意

識せざるを得ない。これを前提にするからこそ、複雑な使命達成の道を聞き、事業価値を創造す

る P2M援用の有効性は発揮される。さらに CSRを経営戦略の一貫として推進するためには、状

況に適合した展開手法が求められる。そのためCSR活動と事業活動との関連性の検証に、展開手

法の考察という方法論の検討を掲げた。このような観点も加味してプロジェクトにおける事業活
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動と CSR活動の関連を検討し、CSR活動の重要性を明らかにしていく必要がある。

3.2 考察

本章は、2章で設定した課題を解決するための手法へのアプローチを検討した。CSRを事業活

動に有機的に組み込むための方法論は、事業プロセスを段階的に論じることによって明らかにす

る必要がある。事業活動にCSRを有機的に組み込もうとする試みの根底には、企業価値と社会価

値の一致点をビジネス契機と捉える考え方があり、方法論と関連付けることによってCSR管理が

持続的に行われるための視野が確保されるというメリットを生み出す。

この視野の確保は企業経営にCSR事業を組み入れ、経済価値と社会価値の同時実現を可能にす

る条件の一つになる。本論における課題設定の背景には、CSR項目を順守することで社会的価値

が実現される状態から、経済的価値（営利の追求）と社会的価値の創出が同時に行われる事業形

態への移行が求められているという大きな流れがある。この流れに沿って企業が自らが行う事業

展開を考えなければならないとの方向性を意識しつつ、実際の課題設定が事業形態をも考慮した

上で行われているかを検討しなければならない。

CSR的視野を考慮した時、企業の内部目線に顧客目線を取り入れる道筋が確保され、企業の内

部構造の向上が図られる。これに加えて価値共有を実現する要素を整理し、それをCSRからCSV

への変容の段階では如何に把握されるべきかが精緻に検討されるべきであると考える。

また、CSR管理のためのマルチプログラムフレームの策定に向けては、CSR事業のプログラム

化が有効であることを意識する必要がある。企業の経営ビジョンにCSRを重点課題と位置づける

ことの意義は、企業と社会の両者において持続可能な（サスティナブル）な関係の構築にある。そ

の際に重視すべきポイントは、CSVの目指す「経済的価値と社会的価値の同時実現」である。両

者の関係性をバランススコアカード（BSC）によって把握すると、企業活動全体から見たCSRプ

ログラムの経営戦略上の位置づけが明確になる。

この関係性構築を前提に、企業と社会による共有価値の創出を促すプロセスを検討した。スキー

ムプロジェクト、システムプロジェクト、サービスプロジェクトの各フェーズに配置するマルチプ

ログラムフレーム構造は、CSRプログラムを具体化する際に有効に働く。企業がCSR事業を推進

するための戦略マップを P2Mフレームワークに投影した結果、CSR管理のためのマルチプログ

ラムフレームとして提案することが可能になった。

そこではプロジェクト単位で行う事業の持続化のための具体的な管理方法が検討されている。こ

れを基に事業のサスティナビリティを可能にする要素の抽出を行えば、新たな局面で新たなプロ

ジェクトが展開される可能性を示すことにも繋がると考えられる。
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社会的価値創出活動には他の事業組織との協働が有効に機能する場合がある。このため、各組

織の協働する取り組みを分析して、持続的に価値を生み出す構造を明らかとする。他組織との協

働により事業を展開する際には自らの組織の内部プロセス改善が図られることが望ましい。この

改善プロセスの持続は、パートナー企業における内部組織機構にも有効に働き、互いの機能改善

がさらなる価値創造へと結実していくことになる。このような構造が実現される時、企業の経済

的価値創出活動と社会的価値創出活動との間に有機的な関係性を認めることが可能になる。

本章では、目的および活動実態の異なる事業主体間で社会的価値実現のために協働関係を構築

するプロセスについて考察する。協働とは、複数の主体が、何らかの目標を共有し、ともに力を

合わせて活動することをいう。

4.1 社会的価値と経済的価値の共有価値について

既往研究で記したとおり、多くの研究で社会的価値について言及できないとしているが、本研

究での経済的価値との区分を明らかにしておく。本研究では限定的であるが、企業若しくは組織

が本業からもたらされる営利活動によって獲得する財務的価値を経済的価値として、それ以外の

価値を社会的価値として位置づけて議論をしていきたい。

企業経営の必要事項の中にCSRを組み入れるなら、事業フレームワークの中に存在する内部プ

ロセスを外部目線の導入により改善し、共通の利害という観点から向上させていく試みが必要に

なる。

企業戦略としてのCSR活動には、収益性と社会性および革新性が求められると同時に、事業の

持続的運営が前提されなければならない。そのためには長期的サービスが可能なシステムの構築

が必要になることが分かる。また、立ち上げた事業の中で長期的なビジョン、または戦略が確立

されているか否かが目的達成の結果を左右することになる。

持続化に耐えられるシステムの設計に関して言えば、継続的に使用可能なプラットフォームの

構築と共に、変更可能性への配慮が必要である。この点をクリアできる事業計画としては、ミッ

ション実現に向けてプロジェクト化を考えるのが最も有効な方策になる。ただし、プロジェクト
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単位で考察を進める際には、その特徴を十分把握してこれを検討しなければならないだろう。

一般のプロジェクト概念は継続期間が有期であり、事業計画、機構の設計、サービスの提供ま

で一定の役割を終える段階を一区切りとしてその役目を終えると捉えられることが多い。しかし、

事業継続を実現するためには、計画からサービス提供まで一連のプロジェクトが終了した段階で、

さらに継続的な運用を図る必要がある。そこでは場合によっては既存のプログラムの廃棄、およ

び次段階のための新サービスの開発など不断に改善が施されなければならない。この事業ライフ

サイクルの長期化に向けては、プロジェクト化による機動性の確保が不可欠である。

新たな事業設計が革新的なものであったとしても、実際の現場では従来の機構に若干の変更を

加えて手直した方が、コストパフォーマンスが高くなる。また、事業の立ち上げ以降は、サービ

ス提供の現場が品質向上とプロセス改善に向けて業務を継続することになるが、その際には当初

の事業戦略と照らして合致しない点について改善を受け入れる余地が確保されていなければなら

ない。改善を受け入れる余地がなければ、事業継続の根幹にかかわる事項について対処できない

事態も想定される。

本研究で取り上げているのは社会性（社会的価値）と収益性（経済的価値）の両立できる構造

である。その構造を解明する方法論を見出すための参考資料として、CSVによる共有価値の現状

を概観した。

「CSV事業の先進事例分析を通じた支援の枠組みに関する調査研究事業報告書」で野村総合研

究所の西尾 [32]は表 4.1のように社会的価値はCSVを意識した活動によって実現ができたとする

事例をまとめている。表 4.1はCSVの事例として社会的価値（社会にとっての価値）と企業価値

（企業にとっての価値：収益⇒経済的価値）の実現について表示している。このように多くの企業が

企業価値を創造するため社会にとっての価値の共有価値の実現をめざし活動・事業を行っている。

この表 4.1からも読み取れるように、CSV活動が目指す企業価値（一部収益も含む）と社会的

価値の実現が両立している企業の多くが社会課題に着目しその課題を解決する事業を行っている

傾向にある。
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表 4.1: 共有価値事例 [32]国内先進事例の現状まとめ表,p.108から一部引用
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4.1.1 社会的価値実現のためのフレームワークの提案

社会的価値の実現に向けて企業が事業を推進する際には、経済的価値と社会的価値が同時に実

現しなければならない。そしてサステナブルな事業継続の条件を満たすために、他の事業組織と

の協働という事業形態をとることになる。この場合、各組織の取り組み内容を多角的に評価する

ことで持続的に価値を生み出す構造を明らかにすることが出来る。具体的には他組織との協働で

自らの組織の内部プロセス改善を図り、新たな付加価値の創造につながる構造を解明することに

なる。

社会的価値の実現に成功した協働事例には、実現したパートナーシップの内容を相互協力が可

能な範囲に絞り込み、双方の組織が受け持つ役割を明確にした事業全体のデザインが存在する。そ

の解明は互いの機能改善がさらなる価値創造へと展開するプロセスを P2Mフレームワークによっ

て可視化するところから始まる。

協働関係の考察という視点から共有価値を評価して社会的価値を捉えなおす時、企業の収益に

直結する事業活動の一端を明らかにできるだろう。その先には共創のための事業プロセスフレー

ムワークモデルの構築があり、これにより持続可能な事業ライフサイクルを示すのが本章の狙い

である。持続的な社会貢献を可能にするCSV実現に向けて有効であり、かつ自社活動の指針を決

定するための有効な座標になる。

企業が社会的存在であるという言説は企業と社会の共生関係を指す。したがって、社会と共生

する形で企業は価値創造を行う必要がある。両者の関係をよりよく構築して豊かな社会を築いて

いくために、企業は自らの存続を図りながら価値を創造する。一般的に企業に求められる活動を

見る場合は、創造される価値と得られた利益の公正な分配に目が向けられることが多い。しかし、

価値創造が如何なる形で行われるかという組織づくりや段階的な事業過程に着目した議論はこれ

まで行われて来なかった。

価値創造を他の事業組織との協働という事業形態の下で行う場合、各組織の取り組み内容を段

階的に評価することで持続的に価値を生み出す構造を明らかにすることが出来る。具体的な成果

として考えられるのは、他組織との協働で自らの組織の内部プロセス改善を図り、新たな付加価

値の創造につながる仕組みの解明である。

実現したパートナーシップの内容を精査することで、自社活動に付加価値を生み出す構造の核

となる部分を明かに出来る。さらにパートナーシップから自社の内部組織にもたらされた効率化

は相手企業の内部組織機構にも有効に働き、互いの機能改善がさらなる価値創造へと結実してい

くプロセスも明らかになる。複数企業間の活動にこのような相関が見られる時、企業の経済的価

値創出活動と社会的価値創出活動との間に有機的な関係性も認められる。

同時に、企業は持続的な組織体として社会の中で機能しなくてはならない点を考慮し、自社を
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取り巻く環境変化に対応して持続的な変革に基づいた企業運営が求められることも念頭に置かな

ければならない。社会の中で企業が持続的に機能するというのは、財務的と非財務的な側面の両

方において持続可能であることである。そのため財務的な側面を確保した上で、企業活動自体か

ら社会に還元出来るものを生み出すことが前提となる。

4.1.2 P2Mフレームワークによる事業プロセス解明

共有価値のための事業プロセスフレームワークモデルの構築を目指す場合、そのモデルは目的

および活動実態の全く異なる事業主体の協働関係にも妥当するものであることが望ましい。協働関

係の考察という視点から共有価値を評価して社会的価値を捉えなおす時、企業にとっては収益に

直結する事業活動の一端を明らかにすることが可能になる。そこで効果的なのは実現したパート

ナーシップの内容をP2Mフレームワークによって精査して、事業プロセスを読み解くことである。

事業プロセスに段階的な考察を加えて発見した要素は、持続的な社会貢献を可能にするCSV実

現に向けて必要とされる要素として自社活動の指針を決定するための指標として機能する。この

事業プロセスフレームワークを段階的に示すために、P2Mコンセプトにおけるプログラムと構成

プロジェクト（スキーム、システム、サービス）の関係性を援用する。

P2M理論で推進される事業構造を明らかにし、プロジェクトの統合マネジメント手法へと展開

させるという道筋をたどることで社会的価値共創のための事業プロセスを示すことが出来る。

ここではプログラム全体について、実現する価値の観点から事業全体を統合的に考察すること

の必要性を説いている。さらに、「金銭的尺度で価値評価ができない場合、価値は組織やステーク

ホルダーの価値観が反映された価値指標に基づき評価される」というのは、関係性マネジメント

の一環としての視点も加味されていると考えるべきであり、このようなP2M知識体系に基づく事

業推進の考察は、事業展開の際に考慮されなければならないステークホルダー間の利害調整につ

いても有効な手法の確保につながる。

これらのプログラム概念は価値創造の新たな枠組みとも言える CSVの範疇においては、P2M

のプログラムによる価値創造体系を形作る際に欠かすことのできない視点となる。

最終的には推進される事業構造を明らかにして全体の事業ライフサイクルが持続的に運営され

る要素を抽出することになる。それが一定の方法論に基づくことで事業継続のドライビングフォー

スを生み出すならば、P2M理論を援用した統合フレームワークを拡張して考えていく必要も出て

来る。その場合はアプローチとして方法論を総括することになるだろう。

しかし、現段階では複数の事業体による協働事例に共通する手法は確立されておらず、個別の

取り組み事例から有効な構造特性を抜き出す以外にない。前述したように、企業は財務的な側面
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を確保することが前提となるため、議論の中心は企業活動自体から生み出される社会的価値と経

済的価値の連結であり、中でも実現される社会的価値の内容が検討されなければならない。

ただし、共通認識設定の観点からは一般的に取り上げられている社会的価値について定義する

ことが望ましいが、実際には社会的価値を論じる視点により多様な定義が存在する。企業活動に

よって実現される社会的価値も同様に多様であり、その恩恵を受ける社会構成員の範囲もさまざ

まになる。これを「企業が追及する経済的価値と両立できる価値」と捉えたのでは、従来までの企

業目線の把握でしかない。CSVにおいては、企業による活動のフィールド開拓を念頭に社会的価

値を考えるのが妥当だろう。経済以外の価値組織体系にまたがる範疇で価値を捉える必要がある。

4.2 価値創造を実現する事業ライフサイクルの一般モデル

実現される社会的価値の多様性を前提に複数事業者が協働して事業推進に当たる際の基本的な

構造を考察すると、事業の持続的運営には長期的サービスが可能なシステムの構築が必要になる

ことが分かる。また、立ち上げた事業の中で長期的なビジョン、または戦略が確立されているか

否かが結果を左右することになる。持続化に耐えられるシステムの設計に関して言えば、継続的

に使用可能なプラットフォームの構築と共に、変更可能性への配慮が必要である。この点をクリ

アできる事業計画としては、ミッション実現に向けてプロジェクト化を考えるのが最も有効な方

策になる。

一般のプロジェクト概念は継続期間が有期であり、事業計画、機構の設計、サービスの提供ま

で一定の役割を終える段階を一区切りとしてその役目を終えると捉えられることが多い。しかし、

事業継続を実現するためには、計画からサービス提供まで、一連のプロジェクトが終了した段階

で継続的な運用を図る必要がある。そこでは場合によっては既存のプログラムの廃棄、および次

段階のための新サービスの開発など不断に改善が施されなければならない。

このような事業ライフサイクルの長期化に向けては、プロジェクト化による機動性の確保が不

可欠である。さらに新たな事業設計が革新的なものであったとしても、実際の現場では従来の機

構に若干の変更を加えて手直しした方が、コストパフォーマンスが高くなる。

また、事業の立ち上げ以降は、サービス提供の現場が品質向上とプロセス改善に向けて業務を

継続することになるが、その際には当初の事業戦略と照らして合致しない点について改善を受け

入れる余地が確保されていなければならない。改善を受け入れる余地がなければ、事業継続の根

幹にかかわる事項について対処できない事態も想定される。

以上の観点を考慮に入れ、P2Mフレームワークの標準プロジェクトモデルの 3Sモデル（スキー

ム・システム・サービス）に援用し、各段階での相互機能の移譲に焦点を絞って説明したもので
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ある。

事業プロセスは三段階で解析した。その流れを詳細に見ていくと以下の展開が考えられる。

図では異なる組織体（AとB)が協働することによる社会的価値を創造するプロセスを提示して

いる。
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図 4.1: 協働による事業推進プロセス（第 1段階）

まず、第一段階では、組織Aから協働する組織Bに事業を移す際に、組織Aのサービス（SvA）

を、単なるサービスからサービスへの委託ではなく、組織Bのシステム（SyB）への委譲を行って

いる。そのため組織 Aのサービスは委譲により削減される（-SyA)。この場合、組織Aのサービ

ス（SvA）を組織 Bのサービス段階に受け渡すだけでは、単なるアウトソーシングに過ぎず、今

まで行っていた事業の引継ぎだけで付加価値を生むことは少ないと考えられる。

そこで、システム段階への直接のアプローチによるサービスの委譲により、協働先である組織B

においてその独自のノウハウなどを考慮したシステム（+SyB）を構築することが可能となる（図

4.1）。

次の段階では、第 1段階で新たに構築されたシステム（+SyB）により組織Bでは、今までにな

い新たな価値（+α）を付加したサービス（+SvB)が提供され、付加価値（社会的価値や経済的

価値）を創造する可能性がある。さらに、組織Aでは、組織Bに委譲したサービスの削減（-SvA)

により、この事業のシステム（-SyA)もスキーム（-ScA)の削減され、経営の効率化が達成される

(図 4.2）。

第三段階では、第 2段階で実施された組織Aの効率化により、経営資源に余裕ができる可能性

がある。単にコストの削減のみを目的としたアウトサーシングだけではそこでプロジェクトは終

了するが、もし経営資源などに余裕がある場合は、組織Aにおいても新たなプロジェクトのため

の構想が立ち上がる可能性がある。そしてこの構想により組織Aにおいても新たなプロジェクト

が起動する可能性もある。この新たなスキームの構築（+ScA)により新たな事業が構想されてい

くだろう。この事業が実施されれば、組織Aは、コストの削減と新たな事業による経済的価値の
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図 4.2: 協働による事業推進プロセス（第 2段階）

獲得が可能になる（図 4.3）。
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図 4.3: 協働による事業推進プロセス（第 3段階）

図 4.4は各段階の流れを統合して提示している。協働する組織Aのサービスの委譲から始まり、

委譲された組織 Bではシステム段階でそのサービスに新たな価値（+α）を付加するためのシス

テムの再構築（内部プロセスの改善）は行われる。このシステムの再構築から提供されるサービ

スは組織 Aで提供されたものより社会にとってより良いものが提供されるはずである。そして、

組織Aでも、コストの削減だけを目的とした事業での軽減を図るのではなく、余裕ができた経営

資源の有効活用が可能になる。この資源の活用により新たなプロジェクトが構想される可能性が

生れることになる。

図 4.5では事業ライフサイクルを統合し、有効な事業継続の推進を実現するためにスキーム設定

からサービス提供までの過程を通して付加価値を創出する箇所に焦点を当てた。スキーム関連プロ

ジェクトの各段階を精査することは、スキーム設定およびそれ以降のサービス活動のライフサイ
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図 4.4: 協働による事業推進プロセス（全体の流れ）

クルフェーズに関する状況分析を行うことを意味する。それにより改善または改革に対する新し

いスキームの検討・提示を行うことも可能になり、次の段階への推進力となる機能が期待できる。

ここで創造された成果である価値（V）は、協働した結果であり、スキーム段階にフィードバッ

クされる。それは新たなプロジェクトモデルのビジョンを得ることも可能にする。プロジェクト

の進行中には、サービスフェーズの活動を通してシステムフェーズ、時にはスキームフェーズま

でフィードバックされる必要のある修正内容が浮かび上がって来る。明らかになった修正改善点

については、サービスフェーズでシステムの運用を通して修正が可能なものであれば、運営の変

更のみでことは足りる。

しかし、システムの根本的な変更を伴う修正には、スキーム自体の見直しも視野に入れなけれ

ばならない。そのためにはスキーム再設計の実現可能性が担保されていることも必要になる。事

業の推進過程においては常にサービスフェーズからのフィードバックをシステム稼働と同時並行

で行い、事業推進の妥当性を確認しつつスパイラルアップにつなげていく姿勢が求められる（図

4.5）。
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ServiceSystemScheme
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図 4.5: 協働による事業推進プロセス（スパイラルアップ）
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次の図 4.6は P2Mフレームワークの 3S（スキーム・システム・サービス）構造に準拠した形で

はあるが、システムとサービスの各段階での相互機能の移譲に焦点を絞って説明したものである。

複数事業者の協働による事業ライフサイクルに至る一連のフェーズを限定的に表現した。矢印

は組織AとBの各事業者が業務の受け渡しを行う際に可能性のある組み合わせだが、単なるサー

ビス同士の交換は、従来から行われているアウトソーシングの域を出ない。ここで重要なのは、組

織AとBのシステム移譲である。事業者Aが自らのサービスをBに委譲する際、システム段階に

遡って全体を移譲するところに意味がある。

システム全体を受け渡すことによって、双方の内部組織が向上する。（+α）さらにシステム移

譲のメリットは、社会的価値の実現に連なっていくことになるのだが、その段階に至るまでの協

働事業プロセスを概観しておく。
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図 4.6: P2Mフレームワークに基づくシステムとサービスの交換フレーム

先ず、スキーム段階で構想された事業プランの中に、受け渡し可能なシステムのビジョンが設

定される。具体的には、双方の業務の中から受け渡しが可能なものをピックアップするところか

ら始まる。実際にシステムを譲渡する際、譲渡側はコストパフォーマンスによるメリットを享受

する。一方でそれを受け入れる側は業務上の負荷を負う。さらに新たなシステムを受け入れる準

備を必要とするために、負担を補う価値の補填が必要になる。

第一の着眼点は、この段階で価値の補填がどのような形で行われるかを考察するところに置か

れる。自らの事業体に何のメリットももたらさないのでは、受け入れ側の事業継続はありえない。

事業推進の意義が社会的価値の実現だとしても、事業者自身に価値をもたらす内容が盛り込まれ

ていなければ事業そのものが成立しないことになるだろう。適正な価値の補填を考える前提とし

て、一定の条件の下で協働する事業者同士の対等な関係が維持されている必要がある。
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第二の着眼点は、事業推進によって生じる付加価値が、異なるシステムを有する事業者が結合

することによって確保される点である。違う産業セクターに属する事業体には、それぞれが異質

なシステムを持つ。システム段階でそれらが融合することによって生み出される付加価値が、社

会的価値につながる。

協働事業者間で如何なるフェーズに関係性を持たせるのかは、それぞれが有する経営資源であ

る人・モノ・金・情報に対してプライオリティーを定めてどのようにプロジェクトに取り込むか

を決定する意思決定のプロセスも重要である。その判断を行うためにはプロジェクトを管理する

プログラム単位で考える必要があり、個別の対応にならざるを得ない。

一つのプロジェクトだけに焦点を当てるのではなく、統合フレームワークの視点からバリュー

チェーンを構築するすべての局面に着目出来れば実際に経営資源をどう割り当てていくのかが効

率的に決定できる。

社会的価値創出活動には他の事業組織との協働が有効に機能する場合が多いと考えられるため、

各組織の協働する取り組みを分析して、持続的に価値を生み出す構造を明らかにする。他組織との

協働により事業を展開する際には自らの組織の内部プロセス改善が図られることが望ましい。こ

のような改善プロセスの持続は、パートナー企業における内部組織機構にも有効に働き、互いの

機能改善がさらなる価値創造へと結実していくことになる。この構造が実現される時、企業の経

済的価値創出活動と社会的価値創出活動との間に有機的な関係性を認めることが可能になる。こ

こでは、目的および活動実態の異なる事業主体間で社会的価値実現のために協働関係を構築する

プロセスのフレームワークについて提案した。

企業行動の中で前提となる経済性と社会性との調和は、さまざまな局面での発現形態が観念で

きる。しかし、命題となるのは共有価値実現に向けての効果的な事業運営であると考えるなら、実

際に経済的価値と社会的価値を同時に実現した成功事例の中から要諦を抜き出すのがもっとも説

得力を持つだろう。筆者はそれを組織連携の局面中に見出した。

ただし、一概に社会的価値の実現のためには協働することが効果的であるといっても、組織体

同士の協働による影響は多岐に亘り、得られるものもさまざまである。そのため、協働をプロジェ

クト単位で推進する場合に限定し、コストの削減や内部プロセスの効率化を図るためには外部組

織への事業プロセスの移動に焦点を当てた。

4.3 収益性と社会性の両立に向けて

企業が社会的存在であるという言説は企業と社会の共生関係を指す。したがって、社会と共生

する形で企業は価値創造を行う必要がある。両者の関係をよりよく構築して豊かな社会を築いて
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いくために、企業は自らの存続を図りながら価値を創造する。一般的に企業に求められる活動を

見る場合は、創造される価値と得られた利益の公正な分配に目が向けられることが多い。しかし、

価値創造が如何なる形で行われるかという組織づくりや段階的な事業過程に着目した議論はこれ

まで行われて来なかった。

価値創造を他の事業組織との協働という事業形態の下で行う場合、各組織の取り組み内容を段

階的に評価することで持続的に価値を生み出す構造を明らかにすることが出来ると考えられる。具

体的な成果として考えられるのは、他組織との協働で自らの組織の内部プロセス改善を図ること

により、新たな付加価値の創造につながる仕組みの解明である。実現したパートナーシップの内

容を精査することで、自社活動に付加価値を生み出す構造の核となる部分を明かに出来る。さら

にパートナーシップから自社の内部組織にもたらされた効率化は相手企業の内部組織機構にも有

効に働き、互いの機能改善がさらなる価値創造へと結実していくプロセスも明らかになる。

複数企業間の活動にこのような相関が見られる時、企業の経済的価値創出活動と社会的価値創

出活動との間に有機的な関係性が認められる。同時に、企業は持続的な組織体として社会の中で機

能しなくてはならない点を考慮し、自社を取り巻く環境変化に対応して持続的な変革に基づいた

企業運営が求められることも念頭に置かなければならない。社会の中で企業が持続的に機能する

というのは、財務的と非財務的な側面の両方において持続可能であることである。そのため財務

的な側面を確保した上で、企業活動自体から社会に還元出来るものを生み出すことが前提となる。

4.3.1 事業プロセスのフレームワークによる解明

共有価値実現のための事業プロセスフレームワークモデルの構築を目指す場合、そのモデルは

目的および活動実態の全く異なる事業主体の協働関係であることが有効である。多くの企業は他

の組織との連携関係によって新たな製品の開発や販路の開拓などを行っている。

協働関係の考察という視点から共有価値を評価して社会的価値をとらえる時、企業にとっては

収益に直結する事業活動の構造の一端を明らかにする必要がある。そこで効果的なのは実現した

パートナーシップの内容をフレームワークによって精査して、事業プロセスを読み解くことであ

ると考えた。

事業プロセスに段階的な考察を加えて発見した要素は、持続的な社会貢献を可能にするCSV実

現に向けて必要とされる要素として自社活動の指針を決定するための指標として機能する。この

事業プロセスフレームワークを段階的に示すために、P2Mコンセプトにおけるプログラムと構成

プロジェクト（スキーム、システム、サービス）の関係性を援用することが有効である。

P2M理論で推進される事業構造を明らかにし、プロジェクトの統合マネジメント手法へと展開

させるという道筋をたどることで社会的価値共創のための事業プロセスを示すことが出来る。
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社会的価値の実現のためには協働することが効果的である場合が考えられる。プロジェクトを

推進するに当たりコストの削減や内部プロセスの効率化を図るためには外部組織への事業プロセ

スの移動は不可欠である。製造業における下請けによる部品供給などは事業の委譲による効率化

を目的としたものであった。技術の提携によるサプライチェーンの構築などによってバリューを

生み出すバリューチェーンへと進化していった。

CSRを意識したプロジェクトにおけるバリューチェーンの構築では、協働によるプロジェクト

の遂行が一般化していると考えられる。

協働によるコスト削減や専門技術の外注化などの効率的システムの関係性ストラクチャーを創

ることによって、企業価値（経済的価値）を生み出してきたと考えられる。しかし、外部への事

業の一部委譲はリスクも生み出すことにもなる。

最近では、外部組織の不祥事による問題が社会的問題を生じさせている。そこには、スキーム

段階における社会的価値を意識した事業がなおざりになりっているようにも思われる。サービス

段階でCSR視点ともいえる外部との連携を強化することによる社会的課題の解決を目指すことに

より、社会的価値と経済的価値の同時実現が可能になるケースが想定できる。

本論で言うCSR視点とは、社会的課題を視野に入れ、外部目線を意識した社会的価値を実現す

るための視点であり、また、顧客視点とは一般の顧客（消費者）だけではなく協働・提携先・取引

先など一部ステークホルダーに拡大した視点として位置づけた。

これらの視点は、経済的価値の実現を目指す企業をはじめとする組織が同時に社会的価値も実

現できるストラクチャーを構築するために必要なものとなるであろう。このストラクチャー構築

のためには、そのプロセスを可視化できるフレームワークを提案することが必要となる。そこで、

本章ではプロセスを可視化できるフレームワークを P2Mの 3Sモデルを援用して提案した。

協働による連携に基づいて組織体同士が事業を継続的に行うためには、第一に、手掛ける事業

の概要を可能な限り把握しやすい形にする必要がある。それには事業プロセスを明らかにするこ

とが必要になる。第二に、組織体同士の調整を要する点を抽出して、事業の進行過程のどの時点

で問題が顕在化するかについて指摘できることが重要である。事業の遂行に際して、この二点に

ついて事業進行上、生起する問題点を予測可能なものにする一般モデルとして、フレームワーク

を考案した（図 4.7）。

これは、社会的価値と経済的価値の同時実現を検討する上での、協働関係で実現されるプロセ

スを示しているフレームワークである。

1) 主体事業組織Aと外部組織 Bは連携することにより、内部プロセスの一部を共有する。

2) 1）の結果、内部プロセスの改善（効率化）がなされた。連携による外部目線が効果的に機
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図 4.7: プロジェクトの推進プロセス（一般モデル）

能する。

図 4.7に示す通り、このプロジェクトの推進プロセスは、P2Mを援用し 3Sモデルのスキーム、

システム、サービスの三段階に分けた。これらの各段階の内容を具体的に説明すると、事業構想

段階でのスキーム、事業手段の構築過程に進むシステム、事業成果の獲得を目指すサービスと想

定している。

ここで重要なのは、事業全体を可視化できることである。可視化できることにより、参画する

組織体の一致点をどこに求めるかを明らかにすることができると考える。価値の共有をどの段階

で行う必要があるかを確認できることにつながる。この展開は、すべての事業において共通する

と考えられる。しかしながら、その適用には限界も存在する。このような構造を適用するには、以

下の制約を考慮する必要がある。

• 内部プロセスの効率化を図るためには、自社以外に内部プロセスの一部を委譲すること

• 委譲されたプロセスを受け入れる組織と、新たなリクワイアメント（requirement）をつく

る組織が同一でなければならないこと

P2M理論を適用するに当たり、重要になるのがプログラム概念である。プロジェクトマネジメ

ント体系であるP2M標準ガイドブック [30]は、プロジェクト・プログラムの運営方法を体系化し

ている。それによるとプログラムとは、「全体使命を実現する複数のプロジェクトが有機的に統合

された事業のこと」であり、企業活動が全体使命により構想された価値創造を意図した組織的活

動であることを指摘している。
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4.3.2 実現される社会的価値の検討

最終的には推進される事業構造を明らかにして、全体の事業ライフサイクルが持続的に運営され

る要素を抽出することになる。それが一定の方法論に基づくことで事業継続のドライビングフォー

スを生み出すならば、P2M理論を援用した統合フレームワークを拡張して考えていく必要も出て

来る。その場合はアプローチとして方法論を総括することになるだろう。

しかし、現段階では複数の事業体による協働事例に共通する手法は確立されておらず、個別の

取り組み事例から有効な構造特性を抜き出す以外にない。前述したように、企業は財務的な側面

を確保することが前提となるため、議論の中心は企業活動自体から生み出される社会的価値と経

済的価値の連結であり、中でも実現される社会的価値の内容が検討されなければならない。

共通認識設定の観点からは一般的に取り上げられている社会的価値について定義することが望

ましいが、実際には社会的価値を論じる視点により多様な定義が存在する。企業活動によって実

現される社会的価値も同様に多様であり、その恩恵を受ける社会構成員の範囲もさまざまになる。

これを「企業が追及する経済的価値と両立できる価値」と捉えたのでは、従来までの企業目線の

把握でしかない。CSVにおいては、企業による活動のフィールド開拓を念頭に社会的価値を考え

るのが妥当だろう。経済以外の価値組織体系にまたがる範疇で価値を捉える必要がある。

4.4 社会的価値を実現する事業プロセスの一般モデル

実現される社会的価値の多様性を前提に複数事業者が協働して事業推進に当たる際の基本的な

構造を考察すると、事業の持続的運営には長期的サービスが可能なシステムの構築が必要になる

ことが分かる。また、立ち上げた事業の中で長期的なビジョン、または戦略が確立されているか

否かが結果を左右することになる。持続化に耐えられるシステムの設計に関して言えば、継続的

に使用可能なプラットフォームの構築と共に、変更可能性への配慮が必要である。この点をクリ

アできる事業計画としては、ミッション実現に向けてプロジェクト化を考えるのが最も有効な方

策になる。一般のプロジェクト概念は継続期間が有期であり、事業計画、機構の設計、サービス

の提供まで一定の役割を終える段階を一区切りとしてその役目を終えると捉えられることが多い。

しかし、事業継続を実現するためには、計画からサービス提供まで、一連のプロジェクトが終

了した段階で継続的な運用を図る必要がある。そこでは場合によっては既存のプログラムの廃棄、

および次段階のための新サービスの開発など不断に改善が施されなければならない。このような

事業ライフサイクルの長期化に向けては、プロジェクト化による機動性の確保が不可欠である。さ

らに新たな事業設計が革新的なものであったとしても、実際の現場では従来の機構に若干の変更

を加えて手直しした方が、コストパフォーマンスが高くなる。
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また、事業の立ち上げ以降は、サービス提供の現場が品質向上とプロセス改善に向けて業務を

継続することになるが、その際には当初の事業戦略と照らして合致しない点について改善を受け

入れる余地が確保されていなければならない。改善を受け入れる余地がなければ、事業継続の根

幹にかかわる事項について対処できない事態も想定される。

本章では、異なる産業セクターによるリソース（経営資源）の交換を提案する。ここで言うリ

ソースとは各組織体が持つ資源（人・物・金・情報・ノウハウなどその組織が保有するもの）を

指す。企業が保有する経営資源である。

リソース交換とは、組織が他の組織にリソース（経営資源）を与える代わりに他の組織からリ

ソース（経営資源）を獲得する形態が基本形として考えられる（図 4.8）。この場合は、同じ価値

のリソースの交換が望ましいが企業規模によってはその差が出てくる可能性もある。しかし、同

質のリソースを所有していれば協働は目的を同じくする組織体同士がその目的のために行動する

ことであることから、お互いの事業展開この差については問題視されない可能性もある。
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図 4.8: 異なるリソース交換（異なる産業セクター間）

事業ライフサイクルの一般モデルに仲介機能を有するプラットフォームを取り入れた P2Mフ

レームワークに従う形で事業プロセスを提案した。このフレームワークはP2Mの標準プロジェク

トモデルの 3S構造を援用して提示した。

図 4.9では異なる組織体が協働することによって考えられるリソース交換の組み合わせを表示

している。この交換によりサービス段階では顧客価値の向上、システム段階では内部構造の改善、

さらにスキーム段階では企業ビジョン・ポリシーの変化が期待される。

以下では、協働によるプロセスの中で今までのサービスの委譲から、サービス（Service）から

システム（System）への委譲によって社会的価値が実現されるプロセスを考案した。

まず、第一段階（1 stage）では組織Aから協働する組織Bに事業を移す際に、組織Aのサービ

スを、単なるサービスからサービスへの委託ではなく、組織 Bのシステムへの委譲を行っている

（図 4.10）。これは、システムを再構築しサービスの向上を図るためのものである。

組織 Aのサービスを組織 Bのサービスに受け渡すだけでは単なるアウトソーシングに過ぎず、

付加価値（社会的価値や経済的価値）を生みだすことは少ないであろう。
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図 4.9: リソースの交換パターン

システムへのアプローチにより、協働先である組織 Bにおいてその独自のノウハウなどを加味

したサービスを提供することにより付加価値を創造することが想定できる。

そして、第二段階（2 stage）では組織Bにおいては、組織Aから委譲されたサービスを推進す

るために、組織Aと組織Bの間で組織Bでシステムの交換（異なるリソースの交換）も行われる

ことによって、外部目線導入が可能になり内部プロセスの改善を起動させる契機になる（図 4.11）。

更に、第三段階（3 stage）このシステム交換が行われることにより、新たなプロジェクトのス

キーム（Scheme）が構築されることになる（図 4.12）。組織 Aにおいても、プロジェクト A1を

組織 Bに委譲したため、事業的負担も軽減でき、新たなプロジェクト A2を構築できる状況にな

る。この新たなプロジェクトA2は、組織 Bとのシステム交換（異なるリソースの交換）により、

外部目線の導入がなされた新たなサービスの展開が可能になると考えられる。この新たなサービ

スから創造される付加価値は外部目線を意識した社会的価値の創造につながる可能性をもってい

る。また、新たなサービスの提供により経済的価値も創造できる（図 4.12）。

社会的価値をもたらすサービスからフィードバックされた新たな社会的価値の意識したあらた

なプロジェクトが構築されることになる。このプロジェクトは、経済的価値と社会的価値の同時

実現に向けて推進する。

ここで重要なのは異なる産業セクターの協働は、付加価値を生むという可能性についてである。

異なる産業セクターの協働を推進するためには、目的を共有できる仲介機能を有するプラットフォー

ムが有効となる。同じセクター同士の協働は業務提携として行われることは多い。場合によって

は、コストの削減のためのアウトソーシングが考えられる。アウトソーシングはサービスの代行

の場合が多く、コスト削減などによる経済的価値の創造を優先としたサービスの業務委託であり

社会的価値を生み出す可能性は少ない。アウトソーシングによるコストの削減だけではなく、サー
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図 4.10: システムとサービスの交換フレームワーク（第 1段階）

ビスを渡すことによる社会的価値につながる付加価値の創造をもたらす受け渡しである。そこで、

そのためのアプローチとしてサービスをシステム段階へ受け渡すことを想定した。スキームへの

アプローチも考えられるが、一旦、システム段階に受け渡し、協働事業者の内部プロセスに働き

かけこのサービスが実施できるシステムを有するかを精査することが重要である。システム段階

での検討により新たなスキームの構築が可能になる。

このように、単なるサービス段階での委託では、創造できない可能性がある社会的価値が、シ

ステム段階への委譲により協働先のシステムを経て生み出されたと考えられる。そして、組織 A

ではサービスを委譲したことにより事業負担が軽減でき、システムにおいても内部プロセスの効

率化を図ることができる。

そして、組織 Bにおいては委譲されてサービスを推進するためのスキームが構築されることに

なる。そして、組織Aにおいても、社会的価値を創造できる協働を行うためのスキームの構築が

行われる必要が生じる。

このシステムへの委譲から始まったプロセスは、本来事業（サービス）を行っていた組織Aが外

部との協働によりCSR目線（外部目線）を導入することも可能になると考えられる。協働先の組



4.4. 社会的価値を実現する事業プロセスの一般モデル 59

 

Service
Project A1

System
Project B1

������

������

��	
���

�� � �� �

�����

�����

� ����

�������

Project A1

��

�
�
�
�
�
�
�

�
	



�
�


�

Scheme
Project A1

System
Project A1

���

�	
�

��

図 4.11: システムとサービスの交換フレームワーク（第 2段階）

織 Bのシステム面へのアプローチはお互いのシステム交換が行われることもあり、その場合、お

互いの内部プロセスの外部視点が導入されることになる。この外部の視点は今までの事業システ

ムの変革をもたらす契機にもなると考えられる。この内部プロセスはプロジェクト内のプロセス

の改善だけではなく、企業の内部の構造までをも影響を与える可能性も秘めていると考えられる。

事業展開の過程で双方の事業者間には業務の移行が行われている。このような業務の受け渡し

が、事業サイクルを形成する際の重要な部分となる。現実のプロジェクト稼働段階においては、

各々のサステナビリティを確保しながら実現可能な範囲でシステムの移行が行われる必要が出て

来るのである。事業に向けて協働する各事業者は、それぞれ別の事業推進スキームを保有する。一

般的な事業推進の過程では、双方が異質なスキームを持つことを生かして、それぞれが特性を発揮

してより効率的なプロジェクトの運営を目指すために保有するサービスからシステムへの委譲が

行われる。また、企業の存続のために継続して収益をあげるためには、スキーム・システム・サー

ビスをスパイラルに展開していくことが求められるだろう。

システム委譲による効果は、スキームからサービスに至ったプロジェクト事業サイクルをさら

に次の段階へと展開する際のドライビングフォースとしても機能する。しかし、経済的価値と社
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図 4.12: システムとサービスの交換フレームワーク（第 3段階）

会的価値の同時実現を標榜するCSVにおいて、このシステムの受け渡しが推進する業務の質的変

化をもたらすことに目を向ける必要があるだろう。それは単に、事業者間で得意分野を受け持つ

という意味だけには留まらない。

ここまで、複数事業者の協働による事業ライフサイクルに至る一連のフェーズを限定的に表現

した。単なるサービス同士の交換は、従来から行われているアウトソーシングの域を出ない。重

要なのは、組織AとBのシステム移譲である。事業者Aが自らのサービスをBに委譲する際、シ

ステム段階に遡って全体を移譲するところに意味がある。システム全体を受け渡すことによって、

双方の内部組織が向上する。さらにシステム移譲のメリットは、社会的価値の実現に連なってい

くと考えられる。
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4.5 組織連携と共有価値

4.5.1 共有価値のためのパートナー組織

前 3章では、一般モデルを異なる組織体に適用し協働による共有価値の実現が可視化された。そ

の事業サイクルをP2Mの 3Sモデルに合わせて理解していくと次のような内容が浮き彫りになる。

すなわち、外部目線が組織の内部プロセスに反映されることにより、組織の事業効率および質の

上昇が見込める。この構造は、さらにNPOのような組織とも行政組織とも異なる組織体の活動に

も当てはまる。このように各組織がパートナー関係を締結し、CSR視点により協働し社会的価値

を実現するパターンとしては以下の組み合わせが考えられる（表 4.2）。

本論では、社会的価値と経済的価値の同時実現に向けて効果的なパートナーシップが成立して

いると考えられるのは、表 4.2での○の 4つの組み合わせであると考える。その他もそれぞれ特殊

な事例としては想定できるが、本論ではCSR視点による社会的価値実現と経済的価値の同時実現

が行われる可能性がある組み合わせとして抽出した。本研究では企業を中心に議論を展開してい

る関係からこの抽出結果になった。

表 4.2: 協働関係
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これらの協働関係は、社会的価値の実現に向けての共有価値という視点があってこそ成立する。

そして、このことは、組織体同士の協働が、企業が主体となって行うCSVへのアプローチと基本

的なフレームワークが同一であるという評価が可能であろう。結果的には、社会的価値の実現を

帰着点とする事業全般に該当することになる。事業主体ごとの取り組み成果と P2Mの 3Sモデル

との関係は、一例として以下が想定される（表 4.3）。このような組織体の組み合わせにより、社

会的価値の実現がなされていると考えられる。

本研究の目的である社会性（社会的価値）と収益性（経済的価値）の同時実現については、コア

（主）が企業であり、そのパートナー（副）が企業であるとする組み合わせとコアが行政で、パー

トナーが企業である場合に起こりうる可能性が高いと考えた。次章の事例研究では、コアが企業

であり、そのパートナーが企業であるとする組み合わせは、伊藤園と茶葉生産農家の組み合わせ
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表 4.3: パートナーシップ（協働）による社会的価値の実現
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として説明した（図 5.4）。また、コアが行政で、パートナーが企業の組み合わせを、指定管理者

制度（PPP）のもと図書館運営している佐賀県武雄市とツタヤ（図 5.9）の事例で説明する。

4.5.2 共有価値の条件

企業および行政という異なる組織体において共通の課題として、以下の事柄を挙げることがで

きる。それは、内容的に優れた取り組みであっても、末端まで管理が行き届かないために実現し

ない場合を想定して、事業の実施に際しての組織面も評価の対象に加えなければならないという

点である。

また、CSRが既に CSVの段階に完全に移行したとするならば、組織体の行う価値創出活動と

社会的価値の実現との関係性を明らかにしなければ、現代型CSRの実態を的確に把握したとは言

えない。結果、CSR経営が戦略的と評価されるためには、事業主体と社会が相互に利するような

共通点を見出すことが要求される。

しかし、現在では未だ各事業体の CSR取り組みに際して以上の疑問が明らかにされていない。

戦略的な組織運営を実現するための検討項目とはどのようなものが考えられるだろうか。

これらを解決する糸口としては、現在進行形で行われている事業から、実際に各組織がよりど

ころにしている評価基準を抽出するところから始める必要がある。その上でCSR事業に向けたイ

ンセンティブを知るために、現実に行われているCSR事業から取り組みの実態を抜き出す必要が

ある。この二つを通して実際に行われているCSRの取り組み事例の中から、主体となる組織が現

実に使用している基準を抽出することが可能になる。このようにCSVを標榜する事業の中で、活

動に要求される事項を掲げるならば、以下となる。

• 第一に、ソーシャルインパクトの内容を正確に把握すること。
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• 第二に、その中で社会に還元できる部分を明確な形で提示することが求められている。

この二点に関して企業の立場から考えるなら、従来の企業価値を示す指標が変化したことへの

対応策として論じることが出来る。すなわち、利益追求のみを持続可能な会社経営の基本に据え

た考え方から、社会との関わりを重視し、社会や環境に与える影響を考慮した経営へと経営に対

する考え方が大きくシフトしたものと捉えることが出来る。

このような事業フレームワーク自体の転換は、内部的なプロセスのみを視野に入れた従来の企

業経営において、新たな外部からの視点を経営に取り入れることで実現する。

企業を取り巻く外部からの視点の代表は、ステークホルダーということになる。企業は自社と

ステークホルダーとの関係性を適正に評価して、各ステークホルダー間に横たわる利害関係を調

節する役割を果たさなければならない。

ステークホルダーに関しては、次の点も留意しておかなければならない。CSVに向けた企業の

取り組みを考える上で必要なのは、社会的価値の提供の成否がどのように判断されるかが明確に

示されていることである。その判断基準は、提供される価値を実際に享受する人々の中にある。つ

まり彼らが価値を認めて消費、使用の行動を起こすか否かがカギになるのである。

サービス（Service）の受け手によって価値があると考えてくれるところに重要性があるといえ

る。このような状況に至ってはじめて、事業によって創出された価値が社会的価値として認知さ

れる。受け手側の満足に関する基準については、ステークホルダー全般を考える際にも当てはま

る。そして事業者の側にもたらされるライトウエイト化による組織内部の効率化などと比較考量

の上で、プロジェクト規模などの詳細が決定されるというプロセスをたどる。

4.5.3 組織連携における共有価値を実現する要素

企業のみでなく、行政、NPOの内部プロセスも含めて考えると、共通する要素として内部の社

員（職員）のモチベーションなどを挙げることができる。この部分はモノ、カネで測れないカル

チャーの構築（気持ちの共有が大きく働く）を指していて、それらを指摘することは、シェアー

ドバリューの指摘と同一の価値を持つ。すなわち共通基盤の把握、共通価値の把握のために利害

関係者を捉え直す契機にもなり得ることを意味する。

この結果、フェアトレードの成立も実現される。企業、行政、NPOの三者において同一のフレー

ムワークの存在を指摘するならば、この気持ちの共有は大きな要素であることは間違いない。た

とえば、一般的にはコストに見合わないと思われる製品であってもあえて購入するような場合は、

社会貢献への意識の共有があると考えることが可能である。次に、これら共有意識形成のために何

を行うべきかを検討していくと、意識形成のための場の提供が重要であることが判る。賛同意識
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を醸成するために同じ場の形成を行うことは不可欠である。企業、行政、NPOなど活動主体は、

場の共有を組織的取り組みによって行うべきである。

意識共有の次段階にくるのが、活動の連携である。連携のため必要になってくるのが知識、情

報の共有だが、これは意識の共有の前提にもなっている。知識、情報の共有は、実際の活動に際

しても重要な要素として数えることが出来る。しかし、公共財として捉えることが出来る項目と

しての意識の共有を考える時、同程度の知識レベルと正確な情報の付与は、活動に至る前段階に

おいて大きな意味を持つ。

このような共通意識が確保された場合、連帯要求ともいうべき感情が自然発生的に生じる。こ

れらの発生を助長するための方策を企業、行政、NPOに分けて見て行くと、企業の場合は教育で

これを行い、行政は地元意識などを喚起することによって連帯要求を強固なものにしていく。ま

た、NPOにおいては善行を行ないたいという人本来の欲求に負うことになる。

それぞれの組織と社会的存在との共通価値を見出す方策は三者三様ではあるが、意識の共有と

いう一点に関しては、三者に共通の要素として抽出が可能である。特に行政に要求される事柄と

しては、地域住民に情報を与えてよりよく事業の帰結を周知徹底させるという一連のプロセスを

確保することが挙げられる。それには情報をはじめとする共有部分の育成のために一定の場を確

保することが求められる。場のエネルギーは心理的相互作用を高めて活性化する方向に働く。そ

の効果を最大限に発揮させるため、事業の明確性、透明性を確保することが求められるであろう。

4.5.4 組織連携における仲介の役割

組織連携を図るとき、とくに異なる産業セクター同士の協働においては、その間に仲介機能を

果たすプラットフォームの存在が必要となることがある。行政機関が主導で行われる事例も多く、

その実現には社会的課題を解決するという社会的価値の実現を目指すものが多くみられる。収益性

を主体としない行政等の組織はその事業活動において社会性をもたらすものとなると考えられる。

企業と地域とのパートナーシップの重要性は、近年増々高まっている。この点は、ポーターの

戦略的フィランソロピーの中でも触れられている。現実の企業活動も従来までの垂直統合による

利益創出から、地域サプライヤーや地元企業へのアウトソーシングを推進することによって地域

に密着した形態を志向するかに見える。

事業者が自らの経済的価値創出を図りながら社会的価値創出活動事業に携わる際には、必然的

に行政の保有する物的および人的資源が関わり、事業範囲と内容を限定する役割を担うことも考

えられる。企業側から見れば地域社会との共存のための協力体制を形成するのに行政の関与が必

要となり、ビジネスを通じて地域に産業クラスターを形成する際に指導的な役割を担う行政が、大

きな意味を持つのは言うまでもない。
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このように行政は事業者と地域の共通価値を創造する過程で欠かせない位置に置かれている。現

実の事業推進プロセスで企業側が把握しておかなければいけない点、すなわち地域ニーズに対応

した製品やサービスの開発段階で必要となる市場および調達についても基盤として意識しておく

必要がある。

つまりバリューチェーンの生産性について行政の果たすべき役割は、局面においてさまざまな

形で表面化する。それは当該事業体が社会との共通価値の創造を関係者との共存を前提に然るべ

き方法を選び、事業の見直しや改善など新たな対応を図る際に顕著に現れる。事業継続の際にさ

らなる向上を目指す局面においても行政の役割の重要性を考えると、事業プラットフォームの基

底に行政機構が組み入れられることも有効であろう。

4.6 考察

CSRが CSVに展開を遂げた背景には、従来まで通用してきたビジネスのフォーマットに根本

的な変化がもたらされた状況がある。それにともない企業は経営戦略を転換する必要に迫られた。

ビジネスニーズの変更を受けて企業が展開する組織的な活動の中身も当然の様に変化する。ここ

でP2M理論によって構成されるプロジェクトマネジメントが、企業活動の指針を指し示すものと

して機能することになる。

このような事情と共に企業に対して社会から要請されるプログラムが、事業目的が達成されて

個々のプロジェクトがその役割を終えても存在し続けることにも着目しなければならない。さら

に社会の基本構成や価値観が変化すれば、企業に対する社会からの要請の中身が変わる事態も想

定できる。実現される社会的価値に対する評価も同様である。この場合、社会から要求されるプ

ログラムの内容は、個々の事業プロジェクトよりも高次の複雑さを持つ。

そのため企業は個々のプロジェクトを稼働するより多くのリソース（経営資源）を活用して対

処しなければならない。それと同時に、拡大するステークホルダー間の対立に関してもその要求

を調整していく必要がある。プログラムの価値は、プログラムによって新たな価値が創出される

ところに求められる。それはプログラムの目的に沿って組織を統括してマネジメントすることに

よって得られる。

また、プログラムの対象となる顧客は社会であり、プロジェクト事業推進の結果として顧客が

得る価値が第一に考慮される。企業が得る価値は、顧客が得た価値の中から一部を企業側に還元

してもらったものと考えるべきである。このため企業が社会から要請されたプログラムに企業が

対応することで、顧客が得る価値がどれだけ拡大するかを最優先に考えることになる。複数事業

者が協働して事業に当たる場合には、社会的プログラムにおける価値の中で双方の事業者がプロ

ジェクトを推進する時に共有できる部分を抽出する必要が出て来る。
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市場経済の中で交換価値は均衡していることが前提となる。しかし、事業経営では価値の低い

要素を集約して、顧客にとって価値の高い商品として市場に流通させる機能が必要になる。ある

いは交換すること自体が価値を創造することになる構造を作り出すことが求められている。

本章では、その仕組みを構築する糸口として、プロジェクト事業推進プロセスにおけるサービ

スとシステムの交換フレームワークを提示した。このようなフレームワークの存在意義は、等価

交換を原則とする企業活動の中で用いた資源の交換価値の総和と作り出した商品の間に交換価値

の差を確保するところにある。それが企業にとっての利益であると同時に、社会的な価値を創出

するプログラムと呼べるものになる。

また、共通価値実現のための事業プロセスフレームワークを提供することによって、よりよい

パートナーシップの実現ができることを示した。これは各組織が取り組む事業を多角的に評価す

ることが重要であることを示している。その中心に位置するのは、他組織との協働で自らの組織

において内部プロセスの改善に繋がっていることである。さらにその改善が他の組織における価

値創造へと反映されることである。

それが企業ならば収益に直結し、同時にそれはCSV実現への指針となるであろう。この両者の

関係に加えて、双方を結び付けるプラットフォームとして行政等その他組織機関が機能する点に

留意すべきである。これが今後、事業者が協働して社会的価値を創出する際の基本的な構造にな

ると考える。
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現在では大多数の企業がCSRの重要性を認識するに至り、CSRに取り組みながら経済的価値を

獲得する新たなプロジェクトを提案する必要が出てきた。そのためには、企業の価値創出活動と

CSRとの有機的な関係性が明らかにされなければならない。

本章ではP2Mフレームワークを適用して、社会的価値に関わる組織が、同時に経済的価値を実

現することが可視化できるフレームワークを提案した。さらに、異なる組織が協働することによ

り外部目線が内部プロセスに反映されている事例に着目し、プロジェクト推進プロセスをP2Mフ

レームワークに反映させるための要素を抽出するため、伊藤園とツタヤの取り組みを基に考察を

加えた。

ISO26000によって企業の行動指針が示され、向かうべき目標が設定されたとしても、CSRの

経営上の位置づけに大幅な変更が加えられることにはならないだろう。現実の企業行動に関して

言えば、CSRはあくまで企業が本業とは別に配慮すべき事柄の域を出ていないと評価せざるを得

ない。

しかし、現実の経済活動の中では、収益性の確保を目指した CSRは論外であるとの流れから

一歩進んでいる。企業が直接利益を得ることが可能な戦略的 CSRを想定する段階に至っていて、

CSRを単に必要な支出と捉えるにとどまらず、企業の社会的責任を全うしつつもその取り組みを

経済行動に結びつけようとする動きが出てきている。このような考え方の下、CSRを企業戦略の

中心に据えたものとして社会課題の解決を念頭に置いた CSVがある。

5.1 ISO26000による取り組み事例

ここでは、前章に表示した野村総研の西尾 [32]が作成した共有価値事例 国内先進事例の現状ま

とめ表（表 4.1）の企業の中の一つでもあり、ISO26000を基本的なガイドラインとして行われてい

る各企業のCSR・CSVの取り組みを確認した中でも特筆すべき企業であったため、ペットボトルの

お茶を中心に販売している株式会社伊藤園を事例として選択した。伊藤園の諸施策中に ISO26000

に沿った実例が顕著であったので、伊藤園の「茶産地育成事業」を中心に取り組みを確認した。

伊藤園の取り組みを概観すると「ステークホルダーとの関係性を見直す」「新たなバリューチェー
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ンの広がりを構築する」「地域産業クラスターの形成に寄与する」という 3点にめざましい成果が

認められる。さらに前述したP2Mマルチプログラムフレームの検討項目については、課題の解決

手法で挙げた「企業活動とCSRの関係性構築手法」に対応した施策が行われていると評価できた

ので、ISO26000に準拠した取り組みの現状を伊藤園を通して確認した。

具体的な取り組み [33]を伊藤園は次のように発表している。

このような取り組みが可能になったのは、伊藤園がCSR推進のために設定した理

念と目標が明確な内容を持つものであったという背景がある。具体的には、グループ

内の価値観を共有して一体化を図るために、CSR経営の考え方を具体的に示す、「伊

藤園グループ CSR憲章」を 2013 年 3 月に制定し、さらに、2014年 2月には、CSV

（共有価値の創造）と ESD（持続可能な開発のための教育）の考え方を明記し、改訂

した。

また、その内容面においては以下のように定めた。経営理念お客様第一主義に基づ

き、ステークホルダーの皆様のご意見を拝聴し、ステークホルダーの信頼を得ること

を旨として、法令遵守を徹底し本業を通じて国際規格 ISO26000/国内規格 JIS Z26000

に即して以下の 7つの中核主題に取り組み、社会の課題解決と伊藤園グループの成長

を両立する「共有価値の創造（CSV）」により、持続可能な社会・環境の実現に貢献

する。

1. 組織統治伊藤園グループとして、経営理念に基づく健全な経営を推進し、グルー

プ全体でのシナジー発揮を図るとともに、グループ全体のガバナンスとBCM（事

業継続マネジメント) の推進により、事業継続力の強化も図る。また、ブランド

イメージの訴求強化および理解促進を推進し、本業を活用して企業価値の向上を

図る。

2. 人権性別、年齢、民族、人種、宗教、信条等による差別や差別への加担をせず、

すべてのステークホルダーの基本的人権やプライバシーを尊重して、グローバル

な事業活動を推進する。

3. 労働慣行社員一人ひとりがいきいきと働くことができる、ダイバーシティ(多様

性) が重視され、ワーク・ライフ・バランスが向上した職場環境を整備するとと

もに、グローバル人材など国内外の職場で活躍できる人材の育成を目指して、社

員の働く意欲や能力の向上に取り組む。また、海外進出先の事情に応じて、的確

な労働政策を推進する。

4. 環境地球温暖化防止、水資源・生物多様性対応、廃棄物削減・再資源化などの環

境課題への的確な対応を通じて、バリューチェーン全体で環境負荷の低減に努め

るとともに、地球環境の持続可能な発展を目指して、自主的・継続的に人と自然
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との共生を通じた自然資産の保全に取り組む。また、グループ全体での環境マネ

ジメントの推進とステークホルダーとの協働を図る。

5. 公正な事業慣行サプライチェーンマネジメントの調達面での強化や、関係法令な

どの遵守、公正な市場ルールと適正な商慣習の実施、契約の尊重により、企業不

祥事を未然に防止するとともに、取引先との相互の持続可能な発展を目指して事

業活動を推進する。

6. 消費者課題消費者に関するあらゆる法令の遵守と、トレーサビリティシステムの

強化など、バリューチェーン全体での厳しい品質管理体制を維持することにより、

安心・安全を実現するとともに、製品開発コンセプト自然・健康・安全・良いデ

ザイン・おいしいに適合した製品づくりや健康面や食文化面での貢献など、より

高度なお客様満足の実現を目指す。

7. コミュニティへの参画及びコミュニティの発展企業市民として、環境、食と農、

文化、少子高齢化、地域活性化などの地域課題に対し、本業を活かして、コミュ

ニティの持続的発展に貢献する活動を推進します。また、海外進出先のニーズに

即してコミュニティ課題に対応し、進出各国での良好な関係の構築を図る。以上

の推進にあたり、「持続可能な開発のための教育（ESD）」の考えを取り入れ、取

り組む。

伊藤園グループ CSR推進基本方針

伊藤園グループは、経営理念「お客様第一主義」に基づき「チーム伊藤園」で社員

一丸となって CSR活動を行う。伊藤園グループは、消費者、株主、取引先、仕入先、

金融機関、地域社会、社員などの幅広い関係者（ステークホルダー）の期待に応えつ

つ、事業活動を行う。伊藤園グループは、総合飲料メーカーとしての活動の軸である

「ビジネスモデル」「製品開発コンセプト」「グループ力」を活かして本業を通じたCSR

活動を強化する。

伊藤園グループは、国際規格 ISO26000/国内規格 JISZ26000を活用してCSR活動

を進める。これら規格の 7つの中核主題である組織統治、人権、労働慣行、環境、公

正な事業慣行、消費者課題、コミュニティ参画及びコミュニティの発展に関する取り

組みを行う。その上で、3つの活動の軸を活かして、環境、消費者課題、コミュニティ

参画及びコミュニティの発展を重点テーマとして位置づけ、社会課題の解決による共

有価値の創造（CSV）を実現するべく、積極的な取り組みを行う。

伊藤園グループは、ESD（持続可能な開発のための教育）の考え方を取り入れ、

CSR/CSV活動を実践できる「人づくり」を行なう。以上により、競争力を高め、社

会に求められる企業として価値を向上させ、世界のティーカンパニーを目指す。

以上のような伊藤園の掲げたCSRの取り組みへの明確な理念、および目標値の設定は、CSR活
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動と企業の価値創出活動とを有機的に関連付けていると考えられる。

伊藤園の掲げた CSR取り組みへの明確な理念および目標値の設定は、CSR活動と企業の価値

創出活動とを有機的に関連付けた。その内容を分析すると、次のようになる。

まず、一般に行われる企業の価値創造活動への取り組みは、下記図 5.1で示す部分が中心である

と考える。
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図 5.1: 企業の価値創造活動

このように、一般的な内部プロセスの構築に際しては、改善点に対して企業視点からのアプロー

チしかなされないのが通例である。そこでは、消費者をはじめとした各ステークホルダーの利害、

および独自の立場を考慮した視点の確立はなし得なかった。企業サステナビリティの条件が、合

理化を柱とする収益性の確保を至上命題とするからである。

しかし、伊藤園は、顧客の概念を広げることにより、消費者以外の新たな顧客価値を定義した。

そこから顧客との価値共有に基づく新たなバリューチェーンの構築が実現することになった。こ

こで言う顧客は、製品の原材料生産者である茶葉農家である。

生産者と伊藤園の間で原材料の品質管理を目的とする協働が実現したことが、製品の安心、安

全という消費者への訴求をも可能にした。このような茶葉農家との協働形態は、企業の内部プロ

セスに顧客視点を取りいれたことで実現した。言い換えれば、CSR目線による企業経営が結実し

た成果であると捉えることが出来る。

また、この伊藤園グループが推し進めるCSRの取り組みの中で特に特徴的であるとされる茶産

地育成事業は、ESD（持続可能な開発のための教育）の考え方を取り入れ、従来の CSRを CSV

に発展させる内容をもともなうものである。

伊藤園は茶産地育成事業における生産者（農家）と生産者との関係を次のようにまとめている

[33]（表 5.1）。

ここで取り上げた取り組みは、一般のCSRがその推進に当たって準拠する ISO26000に沿って

いる。このような原材料の調達段階における体制の構築は、偶発的な出来事によって実現したわ

けではなく、単なる思い付きではなかった。伊藤園は CSR事業の推進に当たり、ISO26000によ
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表 5.1: 地域社会に貢献する茶産地育成事業
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　　　　出所：伊藤園HP CSR（社会・環境）

図 5.2: 茶産地育成事業　　出所：伊藤園HP[33] CSR（社会・環境）

る CSR目標（KPI）[33]を表 5.2のように詳細に設定している。その結果、生産者と企業の協働

による成果として結実したものであることに着目すべきである。

一般的なサプライチェーンを形成する関係性の中では、供給元と供給先としての関係だけであ

り、お互いの内部プロセスにまで影響を与える関係ではない。本研究で着目している内部プロセ

スの改善にともなう収益性と社会性の実現による両立を考える場合、一般的な取引事例からはそ

の構造が読み取れないと考えられる。

内部プロセスの構築に際しては、改善点に対して自社の視点からのアプローチしかなされない

のが通例であると考える。この一般的な例では、消費者をはじめとした一部のステークホルダー

の利害と独自の立場を考慮した視点を確立することは困難であったと考える。企業サステナビリ

ティの条件が、合理化を柱とする収益性の確保を至上命題とするからである。

しかし、伊藤園は茶葉の生産者との関係を単なる取引先として茶葉を買い上げるサプライチェー
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表 5.2: 伊藤園の ISO26000による CSR目標（KPI)
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　　　出所：伊藤園HP[33]　企業情報、CSR（社会・環境）

ンの一つとして見なすのではなく、協働するパートナーとして位置づけることにより、新たな価

値を創造する関係性を築き上げていると考えられる。

この関係性（協働）はパートナーとの共有価値に基づくバリューチェーンの構築を実現させる

ことになる。この点に着目した時、さらなる展開を考えることが可能になるであろう。伊藤園の

取り組みを価値を創造する優れた状況適応の例としてその構造を明らかにできれば、さらなる展

開への指針として、その取り組み内容の中から特に機能するシステムを抽出することが有益であ

ると考えた。
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このように企業の取り組みを正しい位置づけで把握することは重要であると考える。次にこの

事例を、内部構造にCSR目線（外部目線）を取り込んだ事例であるかを確認していくことにする。

ISO26000を指針として消費者最優先の「お客様第一主義」を掲げ事業展開を試みている。これ

は ISO26000の消費者課題に重き社会課題の解決による社会的価値の実現と伊藤園グループの成

長による企業価値（経済的価値の確保）の「「『共有価値の創造（CSV）』により、持続可能な社

会・環境の実現に貢献する」ことを目指している。この伊藤園の共有価値の実現を果たしている

構造を、茶葉の生産者と伊藤園グループそして消費者の三者の関係性から確認する。
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図 5.3: 伊藤園の取り組み

図 5.3は社会的価値の実現を目指す構造を、伊藤園と生産者（農家）と消費者の三者の関係を

表したものである。今回の事業の指針は ISO26000であり、P2M概念の 3Sモデルで考えるスキー

ム、システム、サービスの 3段階に分けて示した。

スキーム（事業構想）の段階で ISO26000を意識した構想によって、消費者を意識した外部目線

の導入による内部プロセスの改善（効率化）を目指し、トレーサビリティーの確保、品質管理体

制の整備を行うためのシステムづくりを目指したと考える。

システム段階では前章提案した生産者との協働によりシステムの交換があり、それぞれのリソー

ス交換が行われることによって共有価値が実現したと考えられる。システム交換による生産体制

から供給される茶葉は、全面買上制度などによって、両者間で品質管理が行われていることなど

から安心安全な製品の提供につながっている。また、第三者機関（国際機関：ISOなど）の評価

による消費者への信頼も高めることができている。

生産者と伊藤園はともに一つの目標に向かった事業を行う協働の関係にあり、茶葉の安定供給
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を目指すシステムをともに作り上げた関係でもある。この関係は価値を創造するバリューチェー

ンの関係へと昇華していると考えられる。消費者は安心安全な製品の提供を受け消費者価値は向

上し、顧客満足度も向上したと考えられる。

この関係では生産者からもシステム交換によりその意見に耳を傾ける可能性があり、伊藤園の

内部プロセスに外部目線を導入することが可能になったと考える。これはCSRの発想と合致する

ものであり、ステークホルダーを重視する事業展開と言えるだろう。

以上のような伊藤園の「茶産地育成事業」のプロジェクトは、P2M標準プロセスモデルである

3S構造の課題解決フォームに当てはめると、伊藤園、調達先の生産者（農家）、消費者との関係が

図 5.3のようなフレームワークとして捉えることが出来る。

ここで明らかにされているのは、一般的な企業CSRを考えた場合に必要とされる企業の価値創

出活動とCSRとの有機的な関係性である。また、顧客価値が企業の内部プロセスに反映された取

り組み事例として、伊藤園を中心とした価値共創プロセスを示すことにもなっている。これは本

論の冒頭に掲げたCSR要求への柔軟対応化、CSR投資の有効化、CSRの経営戦略化、CSR活動

の主活動化の 4つの課題に答えていると考えられる。

中心をなすのは、ステークホルダーとの関係を再構成し、その中に共通価値を見出した部分だ

と言える。着目したのは、原料調達の担い手である茶葉産地農家、製品に対して最終評価を下す

消費者、この二者との関係性である。

それが伊藤園の内部プロセスにおいて如何に処理されているかに注目した。茶葉生産地におい

て伊藤園が行う品質管理システムの構築が、消費者段階において安全で高品質な製品の提供を実

現する。このように伊藤園が行う「茶産地育成事業」は、茶葉産地農家と消費者という複数のス

テークホルダーと事業者との価値共創を実現している。これらは、P2Mモデルにおけるスキーム

段階の課題設定、それに続くシステム段階での課題解決手法の構築、このいずれにも当てはまる

構造と内容になっている。

伊藤園の取り組みは、伊藤園、茶葉生産農家、消費者という三者に共通の価値を実現している。

その背景には、顧客価値を自社の内部プロセスに反映させたCSR目線ともいうべきアプローチが

存在する。企業の価値創出活動とCSRとの間に有機的な関係性が成立した。そして、このような

取り組みに対しては、まさに CSRが CSVに展開を遂げたとの評価が可能であろう。

伊藤園と生産者の二者間の協働関係の詳細については次節で確認する。

5.2 協働による事業の事例

ここでは、本研究で提案した一般モデルの確認と協働関係を明確にするために、事例て確認した。
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前章の表 4.2で協働関係の組み合わせを確認したが、その中で 1）企業（コア）と企業（サブ：

個人事業を含む）の組み合わせと、2）行政（コア）と企業（サブ）の事例を確認した。

1）の事例は前節でも取り上げた伊藤園と茶葉の生産者「茶産地育成事業」の事例を、2）は少

し前に話題になり、その事業は社会的にインパクトを与えた佐賀県武雄市とCCC（ツタヤ）の指

定管理者制度（PPP)の基づく「図書館運営事業」を確認していく。

5.2.1 企業の協働事例

前節では、伊藤園、生産者と消費者の三者の関係をその構造から確認した。

ここでは伊藤園と生産者との二者間の協働関係における構造を確認する。

伊藤園は、「CSRの取り組みと収益性との関係性の分析」でも、相関係数の高い値を多くの企業

が示した食品業界の中でも積極的にCSV活動を行っており、収益も継続的に挙げている企業であ

る。また。他の研究者もCSV実践企業として取り上げ、「CSV事業の先進事例分析を通じた支援

の枠組みに関する調査研究事業報告書（野村総研所：西尾 [32]」他、多くの報告書でも取り上げら

れているので事例とした。

前章で提案した社会的価値と経済的価値を同時実現するプロジェクトを推進するための一般モ

デル（図 4.7）に、協働関係（表 4.2）の組み合わせから企業と企業の組み合わせとして適用した。

図 5.4は協働する事業の事例として、伊藤園の代表的なCSVプロジェクトである「茶産地育成

事業」を取り上げ一般モデル（図 4.7）に、伊藤園と茶葉生産農家を適用したものである。
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図 5.4: 伊藤園（製造業）の企業間協働によるプロジェクトの推進プロセス
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図 5.4では Scheme（スキーム）段階で教育・指導・管理を行うことにより、原材料の安定的な

供給や安全な調達を実現している。System（システム）段階においては、環境保全の観点および

大規模化による社会的価値創造や経済的価値の価値共有が実現する。

Service（サービス）段階では、伊藤園と茶葉生産農家の協働によって安心・安全な製品の供給

がより効率的（コストの削減、品質向上、安定供給）に実施可能となった。これは協働によりバ

リューチェーンの構築がなされた構造の中で品質管理が共同で管理する情報共有のもと行われた

ことにより、各企業は外部目線による内部プロセスの改善を図ることができたと考えられる。

消費者にとってもこのプロセス（構造）により製品供給されることは、安全・安心な製品を購入

できることにつながる。内部プロセスの改善によってコスト削減や生産技術の向上が行われ、バ

リューチェーンの構築が管理体制の共有化（指導・管理）につながり、品質の向上が図られるとい

う成果が生み出される。したがって、これら外部目線（CSR目線）によるバリューチェーンの形

成によって、企業に課せられた命題である収益の確保に繋がると考えられる。

この伊藤園の「茶産地育成事業」は、茶葉の供給者である茶葉生産農家との協働関係によって

安全・安心な製品の提供を実施する内部プロセスを作り上げている。

伊藤園の「茶産地育成事業」は、製品の製造元と原材料の供給者という二者の関係が新たに構

成された事例である。内部プロセスを外部目線の導入により改善し、共通の利害という観点から

茶葉産地農家と事業主体である伊藤園との共有価値が実現した。

企業戦略としてのCSR活動には、収益性と社会性、および革新性が求められる。伊藤園の「茶

産地育成事業」はそれらを包摂している。

野村総研の「CSV事業の先進事例分析を通じた支援の枠組みに関する調査研究事業報告書 [32]」

の中では、伊藤園の「茶産地育成事業」を以下のように評価している。

伊藤園のこの事業の成功によって、日本の農業にまつわる自給率低下、不安定経

営、高齢化と後継者不足などの社会的課題を解決したものと考えられる。同時に、こ

れは茶畑の減少による原料調達の不安定さから、発注者である伊藤園も解放される結

果となる。また、環境面においては、耕作面積の増大による利点がさまざまな効果を

生み出す。これにより環境保全型農業の達成にもつながることになる。

このように、伊藤園の取り組みは、内部の統括組織の中に、茶葉農家育成のプロセスを組み込

んだものであり、農家との共有価値を社会的価値に昇華させた試みと評価できる。この結果、最

も重要な顧客である消費者に、安心で安全な製品を届けることを可能にしたことを、本研究で提

案したフレームワークを用いて確認できた。

システム段階で茶葉生産農家との協働関係を構築した結果、サービス段階で消費者に安心・安
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全な製品を提供することが可能になった事例である。

CSR取り組みへの明確な理念、および目標値の設定は、CSR活動と企業の価値創出活動とを有

機的に関係付けることになる。その内容は、まず、一般に行われる企業の価値創造活動への取り

組みの特徴を把握することから始まる。企業の一般的な内部プロセスの構築に際しては、改善点

に対して企業視点からのアプローチしかなされないのが通例である。

そこでは、消費者をはじめとした各ステークホルダーの利害、および独自の立場を考慮した視

点の確立はなし得なかった。企業サステナビリティの条件が、合理化を柱とする収益性の確保を

至上命題とするからである。

しかし、この部分を再考すると、顧客の概念を広げて消費者以外の新たな顧客価値を定義する

余地があることが分かる。これは顧客との価値共有に基づく新たなバリューチェーンの構築が実

現することにもつながるだろう。

ここで取り上げる顧客の概念は、従来まで想定されていた最終ユーザーの顧客を中心とする概

念ではない。時代の変遷によって企業存立に欠かせない要素が変化していることも考慮に入れた、

新たな顧客価値の把握に努めることになる。それらを総合した取り組みが実現することで初めて、

企業の内部プロセスが向上する。この向上は、言い換えればCSR目線による企業経営が結実した

成果であると捉えることが可能であろう。

事例についてのヒアリング

(1)株式会社伊藤園へのヒヤリング

伊藤園の取り組みを検証するために、伊藤園の CSR推進室にヒアリングを行った。伊藤園は

CSVの取り組みとして外部から評価も高く、その取り組みは主に「茶産地育成事業」が主体となっ

て実施されている。ヒアリングの概要は次のとおりである。

調査日　 2016年 8月 8日（火）

ヒヤリング対象　株式会社伊藤園　 CSR推進部　 CSR推進室

参考資料：伊藤園よりの提供資料 図 5.5，図 5.6

　　　　　最新報告書 S-book　 https://www.itoen.co.jp/csr/report/

質問事項の一部を以下に提示する。

「茶産地育成事業」について

• カヤノ農産との関係について

質問）
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CSV活動は単独での事業活動より、協働することが有効であると考えている。そのため、御

社の当該事業は協働しているとの意識はあるか。

• カヤノ農産の母体である、昭和建設工業の従業員の有効活用などが雇用の創出などの社会的
価値を創造していると考えられるが、CSV活動という位置づけからの御社の社会的価値の

実現について。

• この事業はビジネス活動（経済活動）にリンクしているか。（収益性との関連などについて）

• 社内外でのこの事業の評価（成果）

回答）

• 大分県での当該事業展開の経緯について

静岡県での茶葉の確保が困難になり、全国に茶葉の生産者・生産地を探していたところ、某

企業の紹介にて大分県での遊休農地（茶葉畑）の有効利用として本事業の話が有り伊藤園主

導でこのプロジェクトを推進した。

参考

以下は、伊藤園担当者から提示された本研究事例として着目した「茶産地育成事業」につい

ての概要である。

• 茶産地育成事業 には、「新産地事業」と 「契約栽培」がある。

• 事業方針：

品質向上と低コスト化

茶業の安定経営と原料の安定供給

環境と共存する茶園経営の推進

• 事業特徴：

大規模茶園経営

機械化による省力管理

当社独自の生産技術の導入

契約取引

事業を始めたきっかけ：

• 茶産地育成事業：

緑茶飲料の製法、検討、実践
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収穫量の変動、茶園面積の減少―高齢化、後継者不足

新産地事業：

耕作放棄地

• 事業の特徴：

緑茶飲料原料を前提とした畑づくり

品種 ・・・飲料原料に適した品種を栽培

大規模化、機械化、IT化による生産効率の追求

良質な茶葉の生産・・・摘菜時期、最適な栽培管理、生葉の鮮度管理

• 評価：生産技術開発 ：

優良品種の選定

省力、環境負荷低減の施肥技術開発

茶園のリモートセンシング技術開発

茶園環境分野の調査研究

• 全体像：

遊休農地の集積

地元との協力体制

農業経営安定化

商品の品質向上とコスト低減

大規模、機械化、IT 化

環境と共存

• 社会からの評価例：

日経ソーシャルイニシアティブ大賞・企業部門賞受賞

以上、簡単に質問した事項ではあるが、HP及び文献から知り得た情報をヒアリングによって確

認を行った。

図 5.5及び図 5.6はヒアリングの際に提供されたものである。

図 5.5は茶産地育成事業の概要をまとめたものである。その表記の中で本業CSRという文言が

確認されるが、これが本研究で取り上げている課題のCSR活動の主活動化につながるものである

と考えられる。この図の中ではもう一点注目されることは特色として「社会性」をアピールして
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図 5.5: 伊藤園提供資料 1

いることであろう。社会的課題に対して事業のミッションとして対応していることが見て取れる。

このプロジェクトは年々茶園を増やしていることから成功事例として位置づけることができるで

あろう。

また、図 5.6は「茶産地育成事業」での協働による持続可能な発展の関係性を提示している。

Win-Win-Win関係を築き上げ、社会的価値と経済的価値の同時実現を行っていると思われる。こ

の協働関係は本章で確認した生産者と伊藤園の良好な関係を表している。

(2)大分県農林水産部園芸振興室へのヒアリング

伊藤園の「茶産地育成事業」「新産地事業」に展開する過程で、大分県が仲介として機能したこ

とは重要でありその内容についてメールにてヒアリングを実施した。

問い合わせ先：大分県 農林水産部　園芸振興室　

質問送信日：送信　平成 28年 12月 12日

　　　　　　返信　平成 28年 12月 18日　

次に主な質問と回答を表記した。

質問)大分県での当該事業展開の経緯について

この事業は大分県の提案であるか伊藤園の提案であるか？（中心として事業を進めたのは？）

回答）
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図 5.6: 伊藤園提供資料 2

• 当時、伊藤園が大分県に限らず、九州で茶の契約栽培が可能な地域を探索していた。

• 当時の県庁担当者が伊藤園に契約栽培の内容について問い合わせたことから話が具体的に進
んだ。

• 同時に大分県は農外からの企業参入についても推進を始めた頃だったため、昭和建設工業の
農業参入という形でカヤノ農産による大規模契約茶園の取組が進んだ。

• 最終的には伊藤園、関係市、伊藤園が「茶産地育成協定」を締結し、（役割分担の詳細につ
いては守秘義務で触れられません）カヤノ農産等の茶産地の育成を推進した。

• 中心として進めたのは伊藤園で県と市は、伊藤園と農外参入企業との「仲介役」と認識して
います。

質問)カヤノ農産との関係について

CSV活動は単独での事業活動より、協働（連携）することが有効であると考えております。そ

のため、当該事業は協働しているとの意識はありますか？

回答）

• 県としても茶産地育成協定目標の達成以外にも参入法人の育成を目標としており、その中で
カヤノ農産は重点指導対象として設定していることから、お互いに連携しているという意識

はあります。
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質問）カヤノ農産の母体である、昭和建設工業の従業員の有効活用などが雇用の創出などの社

会的価値を創造していると考えられますが、行政側から社会的価値の実現について具体的な成果

等は？

回答）

• 社会的価値としては、母体企業の従業員の有効活用、地元農業高校生の卒業生の雇用、地域
パート従業員の雇用、耕作放棄地の解消や農業産出額の向上等が挙げられます。

質問）現在または今後の大分県でのカヤノ農産のような協働（連携）先について

回答）

• 県内にカヤノ農産以外に伊藤園との「茶産地育成事業」に基づいて３法人（２市）の参入実
績があります。カヤノ農産を含めると H25年度末で４法人（３市）で 106haの専用茶園が

できています。
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図 5.7: 茶産地育成事業・新産地事業
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図 5.7は 4章で提案したシステムとサービスの交換フレームワーク（図 4.10-4.12）に、ヒアリ

ングのデータを参考にして、茶産地育成事業を適用し実現される価値を整理したものである。大

分県をプラットフォームとして、伊藤園とカヤノ農産（茶葉生産者）が協働により事業を行って

いる事例である。大分県は「耕作放棄地」や「後継者問題」などの社会的課題を解決すること、伊

藤園は新たな安定した茶葉の供給先を確保すること、カヤノ農産は母体が昭和建設工業であり新

たなプロジェクトの実施という三者のニーズが一致したまさにWin-Win-Winの関係で価値共創

を実現しているといえるだろう。

伊藤園と地元企業（昭和建設工業）が立ち上げたカヤノ農産との協働を表示したものである。大

分県を仲介として茶産地育成協定を締結したことにより、企業単独の事業ではなしえない外部視

点による内部プロセスへの影響が発生する。この外部を意識したシステムが構成されたと考えら

れる。
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(3)ヒアリングの考察

今回のヒアリングでは、茶葉の生産地を全国で探していた伊藤園がその栽培農法・IT技術（シ

ステム）を提供することにより、安定した茶葉の提供を受けるシステムを確立できたことになる。

これは 4章で提示した一般モデル（システムの交換・委譲）での実例（図 5.7）として考えられる。

大分県は地域の社会課題（母体企業の従業員の有効活用、地元農業高校生の卒業生の雇用、地域

パート従業員の雇用、耕作放棄地の解消や農業産出額の向上）を解決する方法を模索しており、伊

藤園の新たな茶畑の開拓と大分県のお互いのニーズが一致したことにより協働が実現した。

異なった組織である伊藤園と昭和建設工業が大分県をプラットフォーム（仲介）として連携す

ることになった。大分県はその政策の中で遊休地の有効利用を模索しており、伊藤園はあらたな

茶葉のサプライヤーを探していた。そこで、地元企業である昭和建設工業が名乗りを上げたこと

により新規事業を立ち上げることになった。それをイメージしたものが図 5.7である。

大分県は、遊休地および後継者問題等の社会課題を解決できたことにより社会的価値を実現で

きたと考えられる。一方、伊藤園は、この地元の企業との協働事業で農業の育成指導することに

よる安全・安心な製品の提供と前述の社会課題の解決を行政に代わり実施できたことは、社会的

価値が実現できたと考えられる。さらに、伊藤園は茶葉の安定的な供給先の確保という自社の課

題にも対応できそれが伊藤園の経済的価値の実現にもつながっていると考えられる。

大分県にとっても新事業の立ち上げにより、新たな税収入につながる経済的価値が実現できたと

考えられる。この事業による具体的な財務的な数値は公開していただけなかかったが、伊藤園は

安定的茶葉の供給がバリューチェーンにつながり経済的価値を実現できている。伊藤園と地元企

業の協働は、単に業務を委託したのではなく、協働の中で ESDやトレーサビリティーへの配慮、

農業の IT化などをともに進め内部システムの改善を図るとともに、システムの委譲がスムーズに

行われたことが、効率的経営につながり経済的価値を実現できたものと考える。

この事業は、伊藤園の申し出に対して、大分県及び市が対応すべくプラットフォームとして「茶

産地育成協定」を結び、両者の信頼を得ることが可能となっている。企業間の協働・提携による

契約より信頼を高める結果となっている。このプラットフォーム機能の大きな特徴といえるであ

ろう。この事業は行政からの補助金の確保ができ、小規模企業である昭和建設工業が立ち上げた

カヤノ農産の安定経営と企業サスティナブルを確保できたことになると考えられる（図 5.8）。

伊藤園は、この事業により、生産地での技術指導による人材育成及び IT化を推し進めることに

より、品質管理システムを提携先に移譲することにより、同社の負担を軽減することが可能となっ

た。カヤノ農産は母体である昭和建設工業の大型機械を導入することによる効率的茶葉育成シス

テムを推進している。図 5.6で示した多様な関係者との協働による持続可能な発展を模索している

事例であるといえる。
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図 5.8: 「茶産地育成事業」におけるプラットフォーム

伊藤園の「茶産地育成事業」においても、当初、新たな茶葉の供給地の開拓を目指していたと

ころ、外部組織の仲介により大分県の休耕地問題や後継者不足の社会課題を解決するためにこの

取り組みを後押ししたことがこのプラットフォーム機能にあてはまると考えられる。

本来、茶葉生産業は、自社茶園にて茶を栽培し、製造から販売までを行っていた。伊藤園はい

ち早く茶葉の生産、茶葉の加工などを外部に委託し販売を中心に行ってきた。

サプライチェーンの構築を中心にその販路を増やしていった。本章で取り上げている「茶産地

育成事業」は、新たな供給再起の開拓とより確実なサプライヤーの育成事業が目的であった。単

に自供するための茶葉農地を開拓ではなく、茶葉供給先として農家を開拓・育成していくシステ

ムを創り上げている。

これは、本来、茶葉生産から加工・販売までを一手に行ってきた茶製品販売業からの脱却であ

り、一貫した製造販売のサービスを他の組織に渡すことにより内部プロセスの簡略化など改善を

なし得たと考えられる。そのサービスを受けついた農家は大型化することにより、小規模農家で

は実現できなかった後継者育成を可能にすることになった。

伊藤園と茶産地農家との協働が可能になった背景には、両者を結びつけた行政の役割がある。こ

こでは行政を媒介とする協働ネットワークを検討した。

この事例では、行政が事業組織同士の事業を展開する際にその協働プロセスに仲立ちとして関

与することから、このネットワークによって経済的価値を実現するだけではなく社会的価値を実

現するものであると考えられる。

伊藤園の「茶産地育成事業（新産地事業）」は、大分県と伊藤園が「茶産地育成協定」を結ぶこ
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とにより、新たな法人「農業組合法人カヤノ農産」が設立され、伊藤園との協働が実現した。新

産地事業では、県の茶業研究機関や普及機関、肥料などの農業資材関連企業、大学や農協組織と

の連携強化が図られ、荒茶製造工場が設立された地域もある。すなわち、茶産地の中に産業クラ

スターを形成した。

こうした協働により、伊藤園にとっては、高品質で安定的な原料調達という価値が生まれ、農

家や地域にとっては、後継者育成や新規就農者の確保、農業従事者の若返りなどの好循環につな

がり、耕作放棄地の解消や雇用創出など、地方経済への好影響という価値を生み出している。

この茶産地育成事業は、食糧自給率を高める先導的実践を顕彰する「フード・アクション・ニッ

ポンアワード 研究開発・新技術部門 最優秀賞」、社会的課題をビジネスの手法で解決する優れた

取り組みを表彰する「日経ソーシャルイニシアチブ大賞企業部門賞」を受賞していることからも

社会的評価は高いといえる。

5.2.2 行政との協働事例

次に組み合わせ事例の 2つ目として行政と企業の協働事例を検討する。

協働関係にある組織同士のパートナー関係を見て行くと、事業目的の社会的価値創造に向かう

過程で、それぞれの組織を益する要素を含むことが判る。得られるメリットの典型が、行政と企

業の協働パターンでは、企業の得る評価であろう。企業にとっては、行政事業に参画できた事実

は、自社の社会的評価を向上させることにつながると考えられる。それが本来の業務に与える影

響は大きい。

ここでは、行政と企業の協働による社会貢献プロジェクトを一般モデル (プロジェクトの推進

プロセス：図 4.7）に適用した事例を提示する。本稿では、指定管理者制度の基で企業との協働の

事例として、佐賀県の武雄市がCCC（ツタヤ）に図書館運営を委託したプロジェクトを確認した

（図 5.9）。

従来、行政が行ってきた図書館運営を民間組織に委託する事業である指定管理者制度（PPP)に

よって実施されているプロジェクトである。ツタヤの指定管理者制度による武雄市の図書館運営

委託に係る図書館については、新しい図書館像の提案と利用者の増大など社会にインパクトを与

えることで、「新たなカルチャーの提案を行い」社会的価値を実現したといえる。

これは外部目線によるシステムの変化につながると考えられる。多くの指定管理者制度による

図書館では、今までの図書館のシステムはそのまままで、サービスを引き受けるものが大半であっ

た。武雄市の図書館については今までの図書館運営と異なった形態としてスターバックスの導入

や館内で本の販売など事業活動を行ったことや本の分類基準を変更するなどシステム段階での変
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図 5.9: 行政の図書館プロジェクト（PPP)の推進プロセス

革を試みている。

従来までの図書館像は本を貸し出す公共施設として機能するに過ぎなかったが、近年では図書

館内にビジネススペースを設置するなど、従来の図書館の機能以外の提案がなされるようになっ

てきた。社会情勢による社会からの要求にこたえる形での変化であろう。この変革は直接的には

経済的利益を生むものではないが、図書館のステークホルダーである利用者のニーズにこたえる

ものとして社会的価値の実現につながるものであると捉えることができる。

一方、行政（武雄市）側は、図書館運営コストの削減が可能となり、経済的価値の実現もなさ

れている。そこで、注目されたことによるインパクトもあり、社会的価値と経済的価値を同時実

現している例として今回提案している一般モデルに当てはめ、そのストラクチャーの可視化を試

みた。ここで、指定管理者制度の目的は、行政の内部プロセスの外部委託による内部プロセスの

効率化にある。そして、行政の内部プロセスの効率化は、具体的にはコスト削減などが実現する

ことである。

利用者側（市民）からは、

1. 20 万冊の知に出会える場所

2. 雑誌販売の導入

3. 映画・音楽の充実

4. 文具販売の導入

5. 電子端末を活用した検索サービス
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6. カフェ・ダイニングの導入

7. 「代官山蔦屋書店」のノウハウを活用した品揃えやサービスの導入

8. T カード、T ポイントの導入

9. 365 日、朝 9 時～夜 9 時までの開館時間

などの取り組みによって市民価値（社会的価値）を実現している [73]との評価があった。この

中にはツタヤにとっても、前章「パートナーシップ（協働）による社会的価値の実現」の表 4.3で

行政と企業の協働関係の中で生み出される経済的価値（サブサービス）を実現する事例とも考え

られる。

以上のような評価した意見の他、武雄市の図書館については批判的な意見もある。図書館友の

会全国連絡会の報告（2016）では『歴史資料館の常設展示施設「蘭学館」（設置費の一部は市民の

募金）をツタヤのレンタルビデオコーナーにした。歴史資料館「蘭学館」は武雄市が直営で運営

しており指定管理者の管轄外であった。』との意見もあった。

このように歴史資料館を廃止したなど本来の行政が担う社会的役割を無視した形で、システム

の受け渡しが十分に行われておらず、住民が求めるサービスの提供がなされていなかった。この

サービスの提供によるツタヤ主導による内部システムの変化について、住民が困惑したことによ

る意見であろうと推測できる。
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図 5.10: 要求と機能

この事例を要求と機能の関係から確認してみる。図 5.10で提示した機能（F）の外部委託によ

る、住民などの要求（資料館）に対して機能していない要求（R4）の実施であると考えられる。
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この様に、批判的な意見が生じた原因は、要求に対する行政側と企業側の検討が不十分であった

ことに起因すると推定される。協働する事業に対する共有価値の認識にずれが生じて発生したも

のと考えられる。

行政側は、サービスの委託による業務の効率化が目的であったが、ツタヤ側は自社の持つノウ

ハウを全面に押し出し従来の図書館システムを変えてしまったことによる要求と機能のずれが生

じたことに起因していると考えられる。新たな図書館像を提示したことによる図書館の変革はあ

る意味ソーシャルインパクトを与えたことは事実であったが、社会性よりも経済性を優先した傾

向にあると考えられる。

図 5.11は、図書館の運営スタイルのシステムの交換がうまく行われなかった状況をシステムと

サービスの交換フレームワーク (図 4.9-11）で表示したものである。
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図 5.11: システムとサービスの交換フレームワーク（武雄市図書館）

当該事業の中では、窓口応対の手法に代表されるツタヤの持つ事業ノウハウが活用される。特別

の研修などしなくてもツタヤ側は通常業務と同一の負担のみで委託された事業を推進できること

になる。行政側は、本来、自らが行うべき業務をツタヤがサービスの代行という形でこなし、サー

ビスの質も向上することから、利用者に上質のサービスを提供するという住民サービスの向上と

いう目的が達成できる。
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具体的には同じ場所でコーヒーチェーン店を参入させるなど、より上質な空間を演出すること

も可能になり、さらに利用者へのアピール度は高くなる。また、表面化しない部分であるが、行

政と協働の事業を推進することは、ツタヤの社会的信用を増加させ、通常業務への波及効果が期

待できる点も見過ごすことは出来ないだろう。この新たな価値を付加したサービスの展開により

企業のイメージアップにつながり、ブランド化にまで及ぶ可能性がある。

5.3 考察

本章では、前章で提案した経済的価値と社会的価値の同時実現の構造を確認するフレームワー

クの一般適用性を確認するために事例をもって示した。

最初の伊藤園「茶産地育成事業」の事例は、伊藤園と茶葉生産農家という企業と企業（特殊農

業法人）の協働（パートナーシップ）で安心・安全な原材料の調達と安心・安全な製品の提供が

可能になったことが確認できた。一方、行政と企業の事例では、指定管理者（PPP)として選定さ

れたツタヤ（CCC）と武雄市の協働による事業推進が行われ、そこでは行政と企業のパートナー

シップが実現されていることを確認した。伊藤園の事例で実現した社会的価値とは、全く異質の

「新たな文化価値の創造」という価値が創出されたといえる。

企業を中心に考察すると、ここに取り上げた伊藤園と CCC(ツタヤ）両者の事業推進における

共通点は、事業をプロジェクト化して共有価値の実現を目指したところに認められる。同時に協

働する事業者双方にもたらされたメリット（価値共有）は、当該事業が経済的価値と社会的価値

の同時実現を意図する CSV（共有価値）にも通じていることを示している。

企業が利益追求に終始し、その内部的視点のみで事業継続を図った場合には、業績および社会

的評価の両面で一定の限界が訪れる。それを回避するため、さまざまな形で存在する外部からの

視点を自己の内部プロセスに反映させることが有効になる。

同様に、行政やNPOなど性質の異なる組織体が推進する事業においても、より良い成果の獲得

には外部目線を取り入れることによる内部プロセスの改善（効率化）の達成が不可欠であろう。

各組織が行おうとする事業を評価する時、中心に位置するのは他組織との協働で自らの組織に

おいて内部プロセスの効率化（改善）に繋がるかという点になる。それが企業ならば収益に直結

し、CSV実現への指針となり、CSR経営フレームワークの構築へと連鎖する。特に社会的価値実

現に向けて行なわれる事業の中には、企業におけるCSV最適化へのプロセスに見られるのと同一

の要素が含まれることを指摘した。

社会的価値実現を目指す事業に関しては、それを単一の組織で目的の達成まで遂行することは

難しい。少なからず他組織との協働、連携が必要になるケースが認められる。企業と企業、行政
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と企業、行政とNPO、企業とNPOなど、連携の構図には多様な組み合わせが存在する。ともに

同じ事業に携わる組織体間で特に目指すべき目的や内部構成が異なる場合、それぞれが実現すべ

き価値を明確に認識しておく必要がある。また、協働で事業を展開する際のさまざまなパターン

の中で、帰着点を社会的価値の実現に置いた事業の推進は、結果としてそれぞれの組織体を益す

る価値創造活動であることが求められる。そのため、異なる組織体間でパートナー関係を構築す

る際には、如何なる点で価値共有が可能かを見極めることも重要になる。

本章では、前章で提案した社会的価値実現と経済的価値の同時実現を可視化するためのプロジェ

クト推進プロセスモデル（一般モデル）に一般適用性を確認するための事例として、製造業と行

政という異なった組織体によるプロジェクトを一般モデルに適用し説明した。今回はその適用範

囲（制限）の詳細について言及することができていない。また、一般適用化の条件についても、今

後の課題として研究を進めていきたい。
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6.1 企業経営におけるCSRの位置づけ

CSR推進のための条件を提示する時、前提になる事業の位置づけについて正確な把握がなされ

る必用がある。この点に関しては、CSRへの取り組みに対する認識及び自己的評価が、企業ごと

に異なるという現実が考慮されなければならない。この部分を踏まえて実際のCSR事業を追って

見ると、企業の対応状況がそれぞれ異なるのは当然のことと言えるだろう。そのため、さまざま

な CSRへの取り組みが存在している。

CSRがこの段階に停滞することは、CSRに関連する事業が何も生み出さないことを意味する。

企業側から見て極めて義務的要素の強い順守規定のような捉え方から、企業戦略の域に発展させ

る視点が確立されなければ、CSRはただの企業に課せられた負担の域を出ないにも拘らず、個々

の企業の行うCSRの取り組み内容から共通価値の創出部分を抽出する試みは、既往研究からは見

出せなかった。

本研究で目指したCSR管理のためのマルチプログラムフレームの策定は、企業と社会との共通

価値が十分に認識されることを前提としている。また共通価値の実現に向けて、CSR事業のプロ

グラム化が有効であることを段階的に検討することを提案した。このように事業段階を把握する

中には、経営フレームワークにおけるCSRの位置づけの確定を含むべきであることも留意すべき

だろう。CSRの位置づけが明確になった時点で初めて、企業サスティナビリティの要素としての

CSRが観念されることになる。

企業の経営全般を通じて、事業活動自体にCSRを組み入れる具体的な方策が示されている場合

に、企業は自社の方針としてCSRに積極的な態度を維持することが可能となる。CSRを考察する

最初の段階で企業の目指すべき目標を端的に表現するなら、社会的価値と経済的価値の両立とい

うことになるであろう。企業には同一事業の中で社会への貢献を果たしつつ自社の収益の向上を

図ることが求められる。CSR管理フレームワークはそれを実現するためのものであるといえる。

現在、CSR取り組みへの指針として示されている ISO26000に準拠して企業がCSR展開を考え

た際に出てきたものだと考えることができる。企業の行動指針の提示は向かうべき目標の設定で

あり、それによってCSRの経営上の位置づけに根本的な変更が加えられることはない。CSRを考
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える上で、最初のポイントは、CSR事業において企業と社会の両者の間に関係性を見出し、企業

活動全体から見たCSRプログラムの経営戦略上の位置づけを明確化するところにある。この関係

性構築を前提に考えなければならない。

6.2 P2M理論の適用の考察

CSRの関係性構築を考える際には、P2Mを援用してCSR目線を導入した事業のプロセスを精

査すれば、企業と社会による共通価値の創出を促すプロセスを解き明かすことができると考えた。

事業プロセスの段階的把握の有効性に加えて、それぞれの取り組み内容が可視化できるメリット

は大きい。事業プロセスを、スキームプロジェクト、システムプロジェクト、サービスプロジェク

トの各フェーズに分けたことにより、その取り組み内容を個別の手法に配置するマルチプログラ

ムフレーム構造が明らかになった。

P2Mの 3S構造を利用した場合、企業が CSR事業を推進するための戦略マップを P2Mフレー

ムワークに投影し、CSR管理のためのマルチプログラムフレームとして提案できると考えた。「社

会的存在としての責任を全うすること、自社のサステナビリティを追及すること」、一見、矛盾す

るとも思えるこの二つの命題の解決策は、このような構造の中にCSRへの取り組みと基本的に同

様の視点と評価できる外部目線を企業活動の中核に置いた経営構造を考えた時に見出せる。

CSR経営によって得られる顧客獲得への新たな視点、および企業評価の向上に寄与するという

従来のメリットから大きく発展して、CSR事業が直接収益につながる構造の抽出が可能になる。

その際に CSRとして有効な取り組みと判断できる活動実態を明らかとする場合に、P2Mの援用

が事業プロセスの可視化を可能にする点で大きく役立つのである。

CSRへの取り組みと基本的に同様の視点と評価できる外部目線については、次のような説明が

考えられる。つまり企業が利益追求に終始し、その内部的視点のみで事業継続を図った場合には、

業績および社会的評価の両面で一定の限界が訪れる。それを回避するため、さまざまな形で存在

する外部からの視点を自己の内部プロセスに反映させることが有効になる。

同様に、行政やNPOなど性質の異なる組織体が推進する事業においても、より良い成果の獲得

には外部目線を取り入れることによる内部プロセスの改善（効率化）が達成されなければならな

い。このように各組織が実施する事業を評価する時、問題点の中心となるのは、他組織との協働

で自らの組織において内部プロセスの改善（効率化）に繋がるかということである。

それが企業ならば収益に直結し、CSV実現への指針となり、CSR経営フレームワークの構築へ

と連鎖する。特に社会的価値実現に向けて行なわれる事業の中には、企業におけるCSV 最適化へ

のプロセスに見られるのと同一の要素が含まれるとの捉え方ができる。このような分析が可能に
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なるのは、CSR管理フレームワークの視点で事業プロセスを概観したことが貢献していると考え

られる。

6.3 個別事例の検証視点の考察

実際の取り組み例を見ると、企業利益に直結するような成功を収めた企業を挙げることができ

る。その一つである伊藤園が実現したCSR経営の有効性は、ステークホルダーとの関係性を根底

から見直したところにあると考えられる。

一般には課題解決への道筋は企業内部の視点のみで行われる傾向にある。それを協働先を顧客

概念として拡張したフィールドで考え、生産効率の向上とそれによって実現する収益性との相互

関連性という命題に取り組んだ。それにより、企業の価値創出活動とCSRとの有機的な関係性が

構築される方向性を付与するという結果を得た。

伊藤園が茶産地との協働によって顧客価値が企業の内部プロセスに反映される工程を作り出し

たことは、消費者に対して安全・安心な製品の供給システムを構築することにつながった。この

ように顧客視点を企業視点に加味してCSRへの取り組みを考えることは、社会に向けて何を発信

すると効果的なのかを検討する場合にも有効に機能する。

供給する製品の安全・安心は、CSVが標榜する企業価値と社会的価値の同時実現に合致する事

項であり、原料調達段階を視野に入れた伊藤園の取り組みは、この観点から他社製品との差別化

を図ることに成功した事例と捉えることができる。

一般消費者が抱く製品への信頼性は、実にさまざまな要素によって決定付けられる。根本には、

企業が如何なる理念の下で顧客価値を捉え、それを実現するプロセスを着実に実行しているかが

問われるという構図が存在する。このプロセスが効果的に外部発信されるとき、製品に対する信

頼を得ることができる。

本研究では、伊藤園の取り組みを P2M標準プロセスモデルである 3S構造に当てはめた。その

結果、茶産地農家の育成事業は、伊藤園と茶産地農家の共通価値の実現であり、伊藤園の内部シ

ステムで達成されたと評価できるのではないかと考える。

さらに、この取り組みは、ISO26000 に準拠するというだけでなく、他の認証機関の評価項目に

も該当する内容になっている。その点で広く社会的価値に転化し得るものにもなっている点に着

目すべきではないだろうか。その転化していく過程は、原材料の産地というフィールドから発展

して消費の場に至るまで、さまざまな関係性の広がりの中でバリューチェーンの構築につながる

可能性を含む。

これは、時代の変化とともにCSRの関与する領域が広がり、その内容が変化した場合でも、持



96 第 6章 本研究全体の考察

続可能な企業内システムの構築と改善のあり方の指針となり得ることを意味する。

CSR事業を考える時、企業の内部構造に目を向けた議論が浮かび上がってくることは、特に留

意すべきであろう。企業が利益追求に終始し、その内部視点のみで事業継続を図った場合には、業

績および社会的評価の両面で一定の限界が訪れる。それを回避するため、さまざまな形で存在す

る外部からの視点を自己の内部プロセスに反映させることが有効になる。

同様に、行政や NPO など企業とは性質の異なる組織体が推進する事業においても、より良い

成果の獲得には外部目線を取り入れることによる内部プロセスの改善（効率化）が達成されなけ

ればならない。このように組織の内部構造それ自体を含めた事業推進過程におけるプロセスに着

目した場合、各組織が行おうとする事業を評価する際に、その中心に位置するのは、他組織との

協働であり、自らの組織において内部プロセスの改善（効率化）に繋がるかという点であること

が判明した。それが企業ならば収益に直結し、CSV実現への指針となり、CSR経営フレームワー

クの構築へと連鎖することになる。

特に社会的価値実現に向けて行なわれる事業の中には、企業におけるCSV最適化へのプロセス

に見られるのと同一の要素が含まれることは既に指摘した。そこで浮き彫りなるのが、組織と組

織が連携して事業を遂行する協働の局面である。

6.4 組織連携による社会的価値の創出の考察

社会的価値実現を目指す事業に関しては、それを単一の組織で目的の達成まで遂行することは

難しい場合がある。少なからず他組織との協働、連携が必要になるケースが認められる。さらに

このような組織体の規模や財務状況を中心とする条件以外に、各組織が異なるリソースを有する

点は、価値創出の重要な要素と考えて良い。新たな視点の導入、すでに各組織中で形成されたノ

ウハウの活用などにより、組織が連携することによって生み出される価値の可能性は拡大する。

これらすべてを考慮して連携相手を考えるならば、企業ならば提携する先は産業セクターの異

なる方が有益な協働になる公算が高い。あるいは行政やNPOなどの私企業以外の組織との連携を

考える時も、価値の共有が可能になる余地は十分に存在する。

企業と企業、行政と企業、行政とNPO、企業とNPO など連携の構図は、多様な組み合わせが

存在する。ともに同じ事業に携わる組織体間で特に目指すべき目的や内部構成が異なる場合、そ

れぞれが実現すべき価値を明確に認識しておく必要がある。また、協働で事業を展開する際のさ

まざまなパターンの中で、帰着点を社会的価値の実現に置いた事業の推進は、結果としてそれぞ

れの組織体を益する価値創造活動であることが求められる。そのため、異なる組織体間でパート

ナー関係を構築する際には、如何なる点で価値共有が可能かを見極めることも重要になる。
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これらの条件を総合的に考慮して行われる連携の中に、本研究のテーマである社会的価値と経

済的価値の同時実現を可能にする要素がある。その際、経営フレームワークの形で基本形になる

ものが必要になるが、そこでも P2Mの 3S構造を企業の事業推進における枠組みに投影して考察

を進めた。検討段階で全体構造を見渡せる性質を有していなければならない点をクリアするもの

として、P2M理論は大きな働きを果たすと考えた。

このようなフレームワークの存在意義は、等価交換を原則とする企業活動の中で用いた資源の

交換価値の総和と作り出した商品の間に交換価値の差を確保するところにある。それが企業にとっ

ての利益であると同時に、社会的な価値を創出するプログラムと呼べるものになる。組織が独自

に社会的価値の実現を図ることは困難であり、他の組織とのパートナーシップが不可欠になるの

も、この交換フレームが単独では容易に実現しないためである。パートナーシップは、共通価値

実現のための枠組みの存在を前提として機能する。

この枠組みの存在があって、そこからさらに事業目的をよりよく達成する形態を作る段階に移

行できると考える。このフレームワークは、各組織によって対処作業を多面的に評価されること

が重要である。

他の組織との連携により、自らの組織の内部プロセスの改善につながっているかが検討されな

ければならない。一方の組織の内部改善は、他の組織の価値創造に反映される。連携先の一方が

私企業である場合、それは同時にCSVを達成するための指針となる。その後の改善が、直接的に

収益に連結されていることも含めて、事業の持続可能性が内部構造の改善・向上と密接につながっ

ていることを認識すべきである。

このような流れで複数の組織間においての関係性を構築していく時、それぞれの組織を結合す

るプラットフォームの果たす役割が重要であることに留意すべきである。この組織連携が社会的

価値と経済的価値を実現するための基本的な構造になることを期待する。

本研究では、社会的価値実現と経済的価値の同時実現を可視化するためのプロジェクト推進プ

ロセスを一般化モデルとして提示した。その一般適用性を確認するための事例として、企業と行

政という異なった組織体によるプロジェクトも含めて検討した。

この組み合わせで進行する事業を一般モデルに適用して説明することを目指した結果、事業特

性を考慮したとしても、いくつかの問題点が認められた。特にモデルの適用範囲については、現

時点では制限的に考えざるを得ない状況である。実現される社会的価値と組織体自体の負担をさ

らに踏み込んで比較考量することが求められる。プロセスの詳細についてもすべて言及すること

はできない。一般適用化の条件については、現実に生じた問題点の克服手法を確立する際、さら

に詳細が明らかになっていくものと予想される。

単なる企業負担と捉えられることの多い CSRから企業収益に貢献する形態として CSV が登場
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した背景には、従来まで通用してきたビジネスのフォーマットに、根本的な変化がもたらされた

状況が、大きく作用しているものと考えられる。CSRを従来型のまま推進することが困難となり、

企業はCSRは言うに及ばず全体的な経営戦略を転換する必要に迫られている。他にもビジネス上

のニーズの変更を受けて、企業が展開する組織的な活動内容を変化させていかなければならない

事態にも直面している。

P2M理論によって構成されるプロジェクトマネジメントが企業活動の指針を指し示すものとし

て機能する理由は、このような転換期を迎えた事業環境にも対応できるからであると考える。　

6.5 新規プロジェクト発足の可能性の考察

同時に企業に対して社会から要請されるプログラムは、事業目的が達成されて個々のプロジェ

クトがその役割を終えても存在し続けることにも着目しなければならないであろう。その上で社

会の基本構成や価値観が変化すれば、企業に対する社会からの要請の内容も変わっていく。実現

される社会的価値に対する評価も同様に変化することが想定される。

このような場合に社会から要求されるプログラムの内容は、それまで行ってきた個々の事業プ

ロジェクトよりも高次の複雑さを持つ必要がある。そのため企業は、より多くのリソース（経営

資源）を活用して社会的要求に対処しなければならない。それに加えて、拡大するステークホル

ダー間の対立に関しても、複雑な関係性を把握してその要求を調整していく必要がある。

プログラムの価値は、プログラムによって新たな価値が創出されるところに求められる。それ

はプログラムの目的に沿って組織を統括してマネジメントすることによって得られるであろう。プ

ログラムの対象となる顧客は社会であり、プロジェクト事業推進の結果として顧客が得る価値が

第一に考慮される。企業が得る価値は、顧客が得た価値の中から一部を企業側に還元してもらっ

たものと考えるべきである。このため企業が社会から要請されたプログラムに、企業が対応する

ことで、顧客が得る価値がどれだけ拡大するかを最優先に考えることになる。

複数事業者が協働して事業に当たる場合には、社会的プログラムにおける価値の中で双方の事

業者がプロジェクトを推進する時に共有できる部分を抽出する必要がでてくる。市場経済の中で

交換価値は均衡していることが前提となる。しかし、事業経営では価値の低い要素を集約して、顧

客にとって価値の高い商品として市場に流通させる機能が必要になる。あるいは、交換すること

自体が価値を創造することになる構造を作り出すことが求められている。

本稿研究で提示したサービスとシステムの交換フレームワークは、このような事業プロセスに

求められる要求に応え、さらに企業サスティナビリティの条件を満たすものになると考える。

プロジェクト事業推進プロセスにおけるフレームワークの存在意義は大きい。社会的価値が実
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現される過程で、企業にとっての利益が確保できる道筋の解明は、社会課題解決を目標に置いたプ

ログラムと呼べるものであろう。目的を掲げてプログラムの内容を考えるならば、「持続的改善・

改革活動による事業を持続する方法の確立」は必須となる。

直面する課題として、「事業継続のためのプロジェクト」には「サステナビリティ志向のプロジェ

クトマネジメントが必要になる」ことが考えられる。そのため事業のライフサイクルと同じ期間

存続し、事業ライフサイクルのフェーズプロジェクトが終了すると次のフェーズのプロジェクト

に移行する段階を想定したフレームワークが用意されていることが望ましい。

新たなプロジェクトでは、その前に実施されたプロジェクトの経営資源の一部をそのまま引き

継ぐことで事業ミッションの継続性を担保するという側面もある。プロジェクト運営の新たな展

開方法を考える時は、この点も考慮しておくとよいであろう。

他にも、事業プロセスを中心に据えたフレームワークを考える際、付加的ではあるが、以下の

点への配慮が必要になると考えられる。

1. プロジェクトおよびプログラムで創造する価値が明確化されていること

2. プロジェクトおよびプログラムの協働当事者間で価値の理解と共有が行われること

3. それを可能にする機会と場所が確保されていること

4. 起こることが不確実な事象に対処するための柔軟な状況対応の仕組みが存在すること

5. 新たなプロジェクトに向けて、あるいは稼働中のプログラムの価値を向上させるため絶えず

改善・改革のサイクルを回し続けること

共通価値の創造の方法に関する課題については、P2Mのフレームワークを援用して共通価値を

創造することにより、生産性の向上やイノベーションの実現と企業のサステナビリティを向上させ

る結果を招くことができる。ミクロレベルでもマクロレベルでも課題解決のプロセスは、一般に

考えられているような記述的なものでは無い。どのように詳細な検討を行う場合でも、それはい

くつかの規範的な定義に基づく内容とならざるを得ないと考えられる。本研究が、その中でも共

通価値の創造に関わる規範的な内容をフレームワークの提案できたと評価されることを期待する。
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7.1 結論

CSR活動が直面する課題を整理すると、CSR要求への柔軟対応化、投資の有効化、経営戦略化、

主活動化の 4つを挙げることが出来る。その中で現時点における各企業が行っているCSR活動に

は、CSRを戦略的に位置づけようとする動きが特に顕著である。中でも注目すべきは、社会課題

を解決する事業に対して企業が積極的に関与するCSVである。今までのCSRは、このCSVを基

準として考える時期に差し掛かっていると考えられる。現実に目を向けても、社会的価値創出に

向けた事業には多種多様な形態が存在する。

CSR自体が社会との調和的発展を目指すものであることを考えると、社会問題解決に向けて企

業が事業を実施することは、まさにCSRの本来の目的と合致する。CSV段階に至ったCSR活動

を企業側から見ると、社会からの要請に対応しながら自社の存続が可能な経営を行う段階への移行

が求められているという現実がある。CSR活動の主活動化が実現した時、この移行が可能になる。

CSRに対して企業の主体的な取り組みを可能にする要素は、まさにこの主活動化に集約される。

主活動化の実現により、CSR事業における収益確保の道も開かれることになる。そのため、この

主活動化が CSV段階に至った CSR活動の中心的課題となる。

そこで本研究では、CSR管理のためのマルチプログラムフレームの策定に向けて、CSR事業の

プログラム化が有効であることを段階的に検討した。

まず、既往研究に見る現代型 CSRの問題点を抽出した結果、企業の経営ビジョンに CSRを重

点課題と位置づけることの意義は、企業と社会の両者において持続可能（サステナブル）な関係

の構築であることを示した。その際のポイントは、CSVの目指す「企業価値と社会的価値の同時

実現」である。

次に、両者が創りださなければならない関係性をバランススコアカード（BSC）によって見出

し、企業活動全体から見たCSRプログラムの経営戦略上の位置づけを明確化した。この関係性構

築を前提とすれば、企業と社会による共通価値の創出を促すプロセスが、スキームプロジェクト、

システムプロジェクト、サービスプロジェクトの各フェーズに配置するマルチプログラムフレー

ム構造になる。企業が CSR 事業を推進するための戦略マップを P2Mフレームワークに投影し、
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CSR管理のためのマルチプログラムフレームとして提案した。

社会的存在としての責任を全うすること、自社のサステナビリティを追及すること、一見、矛

盾するとも思えるこの二つの命題の解決策は、

1. 外部目線を企業活動の中核に置くこと

2. 社会要求をビジネス契機として捉えることで解決されること

であると判明した。その際、CSR事業によって得られる顧客獲得への新たな視点、および企業

評価の向上に寄与するCSR活動実態をオープンにすることが重要になる。そのためには有効な取

り組みと判断できる活動実態を明らかとし、社会との価値共有プロセスを、P2Mフレームワーク

に反映させるための詳細な要素の抽出を行うことが必要である。

その上で、本研究では、CSR事業に対しても持続的改善と改革の視点を組み込んだマルチプロ

グラムフレームワークとして提示することを目的とした。そこでは事業遂行過程で機動性が確保

されているプロジェクト単位での事業プロセスを想定した。さらに事業を持続する方法の確立に

ついて明確な指針を得るため、P2Mの 3S構造を利用した事業プロセスの可視化を行った。そし

て機能的なプロジェクトは、サステナビリティ志向のプロジェクトマネジメントによって実現す

るという思考の下、マネジメントにおける有効な視点について、個別企業の行ったCSR取り組み

の中から抽出することを試みた。

特に、収益性（経済的価値）と社会性（社会的価値）の両立を果たしていると評価できる事業

には、複数組織の協働形態が多く見られる。この協働形態で行う事業を検討していくと、各企業

の内部構造の改善という、企業単独では実現しない要素が含まれることが確認できた。

組織が連携して事業ミッションを遂行する際、この点に着目して事業ライフサイクルの持続化

を検討した結果、標準プロジェクトモデルをスキーム・システム・サービスという各段階にわたっ

て展開するモデルを提示することにより明らかにした。これは組織連携による社会的価値実現の

局面に着目した結果の産物であるため、そのような事業が成立するための条件についても考察を

必要とする。

その結果、そこには異なる組織体を結合させるプラットフォームの存在が有効に働くことが判

明した。さらに、企業の内部以外に視点を置くことが重要であることも分かった。企業は現有の

経営資源を新しいビジネスモデルに適合するために、長期にわたり変容させていかねばならない。

その道筋はプロジェクトの事業進行プロセスの中に顕著に現れる。このような組織内部の適応を

考える際に外部環境に視点を転じることは、自社の有する資源を有効に活用するのみでなく、経

営資源として利用できる構造の新たな発見にもつながる。

本研究を総括した時、継続中のプロジェクトと新規事業プログラム設定のためには、P2Mフレー
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ムワークの援用は大いに有益である。スキーム・システム・サービスという各段階の考察は、プ

ロジェクトのプロセス管理にとどまらず、バリューチェーン上で企業の有する経営資源の適合状

態を確認するメソドロジー（methodology）にもなり得る。プロジェクト遂行レベルの経営資源管

理は、それぞれの段階に適用する方策が明らかにされている必要がある。しかし、現段階ではそ

こまで精緻に資源管理を行えている企業は少ないとの認識を得た。

CSR事業の評価指標および行動指針は、以上に掲げた観点から考えていかなければならないと

結論付けられる。企業の保有する経営資源がどのように活用できるか、また、企業の構造自体が

状況変化に対応する可能性を示すためには、マルチプログラムフレームワークの提示は必ず必要

になる。モデルとしてのフレームワークが存在して初めて、事業を構成するバリューチェーン上

で資源の適性配置と配分が行われ、それぞれの価値連鎖を評価検証できることになる。

さらに、P2Mフレームワークの援用による事業プロセスの可視化は、バリューチェーン上での

企業の経営資源の適合状態を把握する際にも役立つ。これらの点から見て、本稿で一般モデルと

して提示したフレームワークは特定の業種、業態、業界にとどまらず、汎用性のある要素を十分

含むものになったと考える。

7.2 残された課題

本論中で言及したP2M概念を援用した事業プロセスおよび経営資源の質と量の可視化について

は、組織連携の局面を検討することの有効性と交換フレームを抽出した経緯の説明として、個別

の取り組みでの検証にとどまっている。提示したプログラムフレームが特定の業種、業態、業界

だけでなく、汎用性について妥当であることの論証部分については、今以上に説得力を持たせる

必要がある。

また、マルチフレームワークとして適用可能なモデルにレベルアップさせるための条件として、

個別事例について浮かび上がった問題点を整理し、各段階の関係性をも含めてフレームワーク自

体の全体経営との整合性を高めていく必要がある。その際、業界特有の事情を考慮する余地を残

すことに加えて、企業による様々な人材レベル、スキルレベル、企業規模に合わせたCSRへの取

り組み手法を考案する必要も生じる。将来的には、そこまで視野に入れた上で、経営資源活用フ

レームワークとして通用可能なものに高めていくことが求められる。

社会的に成立するバリューチェーン上でCSRがどのような地位にあるかについても、実現され

る社会的価値の定量把握を可能にする手法が確立されれば、今以上に位置づけを明瞭にすること

ができるだろう。いずれにせよ、提示したフレームワークのより広い適用を前提に考えるならば、

さらに多くの事例と照らし合わせ、問題点解決のための研究を進める必要がある。経営資源管理

の方法論についても検討を重ねて、CSRを経済面と社会面の両面を満たす企業革新要素として捉
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える段階に歩を進めることを現段階での目的としたい。

本論文では、バランススコアカードから始まるフレームワークを、社会的価値創造のために進

展させ提案した。今後は財務情報である P/L、B/Sを補充できるフレームワークの提案ができな

いか検討していきたい。
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